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22-004-R-0111.はじめに

本書は、文科省殿よりASTECが受託した令和４年度地球観測技術等調査研究委
託事業「将来宇宙探査にかかる技術調査」業務における『委託業務成果報告書』であ
る。当該調査業務の目的を以下に示す。

「世界の最新技術動向」を踏まえ、日本の強み弱み分析を通じて今後の宇宙開発の研
究開発計画に資する検討を行った。

宇宙開発は欧米を含め世界中で研究開発に取り組まれており、日本の宇宙開発においても世界の最
新の技術動向を踏まえ、今後の宇宙開発を検討していく必要がある。本委託業務において、今後の宇
宙探査等における研究開発計画検討のため、世界の宇宙探査の動向を調査することが目的である。

「将来宇宙探査にかかる技術調査」の目的
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1.はじめに
~ [宇宙探査や軌道上作業の動向調査]に関する調査内容 ~

~ [宇宙探査や軌道上作業に必要な技術調査]に関する調査内容~

調査要求

１. 宇宙探査や軌道上作業の動向調査

（１）シスルナや宇宙探査における無人・ ロボティックスによる自動作業、組み立て作業等、従来の衛星・
宇宙利用を超えた宇宙空間における能動的作業に関する動向や先進的なユースケースがあれば、少な
くても5事例を調査の上でまとめること。

（２） （1）の調査において、日本の強み・弱みを分析 し、まとめること。

（３）将来的な軌道上作業の対象として太陽光発電システムが考えられるが、世界における本システムの
動向及びユースケースを調査し、まとめること。
また、各ユースケースにおける軌道や発電規模、総開発費予測、事業規模等を想定される観点でまと

め、長所 ・ 短所 （リスク 含む ）等を考察すること。

（４）（3）の調査において、日本の強み・ 弱み を分析 し 、まとめること

調査要求

２. 宇宙探査や軌道上作業に必要な技術調査

（１）宇宙探査や軌道上作業では、軌道上におけるロボティックスやランデブードッキング等、様々な技術が
必要である。 それらの必要な技術を洗い出し、各技術における最新動向、技術成熟度、必要な計算
機等を調査の上、まとめること。

（２） 本調査において、日本の強み・弱みを分析し、まとめること。
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調査要求

3. シスルナや月/惑星上及びその周回軌道での測位システムの調査

（１）シスルナや月、惑星近傍は 、地球から遠方にあるため、全球測位衛星システム(GNSS)の測位
信号が届きにくく、GNSSとは異なる当該空間における新たな測位システムを構築する必要があること
を踏まえ、これを実現するための方式や用途、構成等を調査し、今後必要となる技術をまとめること。

（２） (1)の調査において、日本の強み・弱みを分析し、まとめること。また国際協力等の観点で必要な
システムや技術を調査すること。

1.はじめに
~[シスルナや月/惑星上及びその周回軌道での測位システムの調査]

に関する調査内容~
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調査要求

3. シスルナや月/惑星上及びその周回軌道での測位システムの調査(つづき)

（３）次世代GNSSの国内外(国外は欧州、米国、インドは含めること)の技術動向について調査するこ
と。併せて、次世代GNSSを実現するためのペイロード技術について調査しまとめること。

（４） 現状のペイロード進化のみならず、新しい測位・航法・タイミングサービスについて調査し、まとめる
こと。

（５） (3)及び(4)の調査において、日本の強み・弱みを分析し、まとめること。
（６）測位衛星等が利用するクロック安定度の高い基準時計の技術を調査し、その各々に対して基準

時計システムの仕様を調査し、まとめること。
（７） (6)の調査において、日本の強み・弱みを分析し、まとめること。
（８） 月近傍における各国の政策動向について調査し、まとめること。また欧米における月測位の連携

について調査し、まとめること。

1.はじめに
~[シスルナや月/惑星上及びその周回軌道での測位システムの調査]

に関する調査内容~
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調査要求

４. 遠距離高速通信システムの調査

（１）シスルナや月・惑星等の遠距離にかかる通信を行う際の 、電波・光等の方式を調査し、それぞ
れの長所や短所を調査し、必要な要素技術、システム構成、各通信方式を調査すること。

（２） 本調査において、日本の強み・弱みを分析し、まとめること

1.はじめに
~[遠距離高速通信システムの調査]に関する調査内容~
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22-004-R-011有識者検討会/中間報告会におけるご意見

◆ 中間報告会(11/2)

# ご指摘・ご意見・コメント ステータス

1 絶対航法から相対航法への変更に注視して技術の比較をすると
有用ではないか。

(済)
左記観点に着目し報告書に記
載

2 シスルナ経済圏が形成されると高頻度・同時複数の月軌道投入
があると想定される。このような状況における測位システム(レンジ
ングでは対応できないようなケース)に関する技術開発計画がある
と良いのではないか。

(済)
直接的な事例は見受けられな
かったが、関連する技術事例の概
要を追記

3 低軌道衛星利用でのメリットについても明記いただけるとありがたい。 (済)
低軌道衛星利用のメリットを明記
した
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(調査要求)
➢ シスルナや宇宙探査における無人・ロボティックスによる自動作業、組み立て作業等、従来の衛星・宇宙

利用を超えた宇宙空間における能動的作業に関する動向や先進的なユースケースがあれば、少なくても5
事例を調査の上でまとめること。

➢ 上記調査結果に基づき、日本の強み・弱みを分析し、まとめること。

2.1. シスルナや宇宙探査における動向、およびユースケース
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22-004-R-0112.1.1 本業務での調査対象

本業務で調査する軌道上作業 
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22-004-R-0112.1.1 本業務での調査対象
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22-004-R-0112.1.2 軌道上作業の動向概要
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22-004-R-0112.1.2 軌道上作業の動向概要
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22-004-R-0112.1.3シスルナや宇宙探査における動向、およびユースケースサマリ

本業務で調査したユースケースとサマリ



16

22-004-R-0112.1.4 軌道上作業とそのユースケースの特徴

【エグゼグティブサマリ】

【現状】
➢ ビジネスモデルの観点において、 商業サービスとして実用化されているケースは、打ち上げ時の「軌道遷移

サービス」(Exolaunch/Momentus)、「寿命延長サービス」 (MEV-1/MEV-2)等と限定的であり、
「デブリ除去サービス」、「燃料補給サービス」等が実用化に向けて取り組みが進んでいる。

【分析】
➢ これまでは、費用対効果の観点より、軌道上作業の対象が、ISS、ハッブル望遠鏡等に限定され、市場規

模が小さかった。 また、技術実証も少なく、ビジネスモデル(サービス提供)が確立していない為、サービス調
達による受益そのものに懐疑的な顧客も存在する。

上記を踏まえた「強み・弱み」分析
➢ 軌道遷移サービス(OTVを使用)については、技術成熟度が実用レベルに達している事、さらに、打ち上げコ

スト削減の為のライドシェアの浸透により、着実に実証が進んでいる。(供給と需要が一致)
➢ 「デブリ除去サービス」、 「燃料補給サービス」 、および「軌道上組み立て」については、先進的なRPO技術と

ロボティックス技術の実証がまだ不足しており、今後の発展のキー要素となっている。
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22-004-R-0112.1.5 利用拡大、事業拡大に必要な標準化動向
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22-004-R-0112.1.5 利用拡大、事業拡大に必要な標準化動向
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22-004-R-0112.1.6 ロボティックスにおける標準化



20

22-004-R-0112.1.6 ロボティックスにおける標準化

ロボティックスにおける標準化 
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22-004-R-0112.1.7 燃料補給における標準化
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22-004-R-0112.1.7 燃料補給における標準化

燃料補給における標準化
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22-004-R-0112.1.8 利用拡大、事業拡大に必要な標準化の取り組み

【エグゼグティブサマリ】

【現状】
➢ 市場拡大に向けた標準化、ガイドライン・ベストプラクティスの形成や合意は十分とは言えないが、多種多

様な枠組み(宇宙機関、業界団体、標準機構、企業単独など)で取り組みが進んでいる。
➢ 技術的な観点では、ISSのロボットアームのエンドエフェクター、ドッキングに関する標準化、燃料補給バル

ブに関する標準化があるが、事例としては、ISSのロボットアーム以外における実績は限定的である。

【分析】
➢ 軌道上作業は安全保障用途と表裏一体であり、アンカーテナントによる技術発展が期待できる一方、商

用の軌道上サービス拡大への障壁となる可能性もある。この観点から、市場拡大には、技術的な安全性
に関する標準に加えて、安全保障とは切り離した宇宙の安定的な利用に関する仕組みが重要である。

➢ 例えば、商用システムに対する認証の仕組み(ホワイトリスト化)のように、標準化とガイドライン・ベストプラ
クティスをどのように運用するか、どのようにビジネスに結びつけるかはこれからの議論すべき点である。

➢ また、現存のISSロボットアームの標準は国際機関が作成し、安全性を重視した標準となっており、一般
的な軌道上作業に供するには高額すぎる。安全性緩和の可能性も考慮し、企業が参画したグループで標
準を作成し維持管理する仕組みが必要である。

➢ 上述の仕組みとともに、産業界を見ると、早くに実証されたものが標準となる傾向もみられる。標準を主導
するためには実証を加速させる必要もある。

上記を踏まえた「強み・弱み」分析
➢ ビジネスを進める上では、国際的な標準化とガイドライン・ベストプラクティスの形成にどのようにプレゼンス

を示すか、イニシアティブをとるかが重要である。日本企業が軌道上作業の分野での事業拡大を目指すに
は、技術的競争力だけでなく、政府機関、各企業が連携して国際的な合意形成への参加が必要である。
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22-004-R-0112.2. 太陽光発電システムにおける動向、およびユースケース

(調査要求)
➢ 将来的な軌道上作業の対象として太陽光発電システムが考えられるが、世界における本システムの動向及

びユースケースを調査し、まとめること。また、各ユースケースにおける軌道や発電規模、総開発費予測、事
業規模等を想定される観点でまとめ、長所・短所（リスク含む）等を考察すること。

➢ 上記調査結果に基づき、日本の強み・弱みを分析し、まとめること。
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22-004-R-0112.2. 太陽光発電システムにおける動向、およびユースケース

【エグゼクティブサマリ】
➢ 太陽光発電システムの動向、およびユースケースとして、SPS-ALPHA(米), CASSIOPeiA(英), MR-

SPS(中), SSPD/CALTECH(米)を調査し、発電コスト等のシステム特性、および構造的特徴の抽出、および
経済性に対する考察を行った。

➢ 2010年代は経済性の課題があり活動も比較的低調であったが、クリーンエネルギー問題、活動領域の拡大
(安全保障含む)、および基礎技術の進展(特に輸送コスト)に伴い、2010年後半から活性化されている。
(Starship級で期待される輸送コスト(100ドル/kg程度)が実現すれば、コスト優位性が出るとの試算もあり)

➢ 欧米中においては、具体的な実現時期を掲げた計画(軌道上実証含む)が既に存在している。
➢ ただし実用化までは10~30年程度要する計画であり、すぐに実用化が進むフェーズではないが、地上実証も進

めつつ、欧米中ともに2030年までには低軌道で数十～数百kW程度のシステムが実証される計画である。
具体的には、AFRL/Northrop(米)のARACHNEでは、2025年打上げ予定で安全保障用途(前線への電
力供給)を目的とし、ビームフォーミングにより柔軟な運用を可能する技術実証を計画しており、2023年1月に
打ち上げられた革新的な軽量化技術の実証であるCALTECHがある。

➢ 調査したユースケースはそれぞれ目的が異なることもあり、大量モジュール構成、大型反射鏡、大型トラス構造、
膜展開構造などそれぞれで特徴を有しており、課題であった発電コストは改善の見込みが示され、1構成単位
あたり、数千～10,000tクラスで、1~2GW級のコンセプトである。

➢ 上記を踏まえた「強み・弱み」分析
2010年後半の外部環境を加味するとコスト面の改善に加え、目的(ニーズ)が多様化している一方で、日本において、

これらの変化は推進の「強い動機付け」には至っていない。一部例外的に民間ファンドからの資金提供もあるものの、予
算規模、国内ニーズの状況を鑑みると、「個別要素技術」を強みとして拡大するためには、軌道上作業の1つのユース
ケースとして考慮しつつ、他のユースケース(デブリ除去, 燃料補給等)と協調して実証・強化を継続することが必要か。
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◆太陽光発電システムのユーザ、および用途
当初の検討では、地上への電力供給に主眼が置かれていたが、近年は宇宙空間の活動領域

拡大(ARTEMS計画等)もあり、宇宙インフラへの供給や軍事目的(軍事基地や遠隔地)への供
給に対するニーズも増加しており、技術開発推進の要因となっている。

2.2.1. 太陽光発電システム(SSPS*1)のユーザ・用途

*1) SSPS : Space Solar Power System

1.地上における電力供給者 2.遠隔地にある地上設備のユーザ 3.宇宙インフラ管理者

SSPSが地上電力網に接続されるとすると、
昼夜や天候に左右されない再生可能エ
ネルギーを電力網に供給することができる
ことになる。電力供給安定化に加え、
カーボンニュートラルの取り組みの観点で
メリットがある。(地上局周辺に与える環
境変化は課題あり)
化石燃料や他の再生可能エネルギーなど、
比較的安価で定着しているさまざまなエネ
ルギー源と競合することになり、人口密集
地では、従来の電源は1キロワットあたり
数ドルの価格で電力を供給できている。
そのため、価格で競争できるようになるた
めには数十年単位の開発が必要となる
可能性もある。

現状軍事基地の電力は発電機等で賄わ
れており、液体燃料をトラックで輸送する
際の輸送隊は頻繁に攻撃のターゲットに
なっている。SSPSが利用できると、敵軍か
らの攻撃リスクがなくなり、電力単価以
上のメリットがある。
軍隊以外でも孤立した地域社会では、
人口密集地に比してインフラコストを考慮
すると、他の利用用途と併用可能な
SSPSは使い勝手が良い。(防災時の非
常電源等の用途もあり)
安定性が高いという特性は、大規模な産
業施設、鉄道システム、および世界中で
増加中の電力消費の多い海水淡水化プ
ラントもユーザに含まれる可能性がある。

宇宙活動が活発化するのに伴い、宇宙ス
テーション、月面活動(氷の採掘、永久
影領域等)に必要な電力需要が増加し、
大容量の電力が必要とされる可能性が
高い。
宇宙空間のワイヤレス電力伝送は地上
伝送に比して効率が良く(環境汚染の懸
念も小さい)、かつ現状の宇宙システムに
おける電力システムが高価である点を考
慮すると、地上とは異なりSSPSも価格面
で競合できる可能性がある。
上記を踏まえると、宇宙インフラとして有力
な基幹システムの候補となる。



28

22-004-R-0112.2.2. 太陽光発電システムの構造的特徴(サマリ)

SPS-ALPHA
(米)

CASSIOPeiA
(英)

MR-SPS
(中)

• 分離したサンドイッチパネル内の「太陽光発電部」に太陽光を
入射させる構造、構造品を小さな単位のモジュール化

• 電力コストは 6セント/kWh との見積あり

• 集光装置と送信アンテナを膜展開型とすることで低価格化
を目指す

• 電力コストは 不明、実証機(SSPD-1)を2023年1月に打
上げられた

• 大型の太陽電池パネルを回転可能なジョイント/トラスで支
える構造、高い精度が求められる集光システムが不要

• 電力コストは 15セント/kWhとの見積あり

SSPD/CALTECH

(米)

◆構造面の特徴 
大量モジュール構成、大型反射鏡、大型トラス構造、膜展開型構造など軌道上作業(構築・修

理など)の観点で、それぞれ特異な特徴を有している

• ２つの巨大な楕円鏡と6万枚ものソーラーパネル(集光型
発電部)をらせん配列する構造、駆動部がないことが特徴

• 電力コストは 不明、他の再生エネルギーよりもハードルレート
は良いとの試算あり

出所)https://physicsworld.com/a/space-based-solar-power-could-beaming-sunlight-back-to-earth-meet-our-energy-needs/
https://physicsworld.com/a/space-based-solar-power-could-beaming-sunlight-back-to-earth-meet-our-energy-needs/

         https://physicsworld.com/a/space-based-solar-power-could-beaming-sunlight-back-to-earth-meet-our-energy-needs/
https://www.nextbigfuture.com/2021/04/caltech-space-based-solar-power-cubesat-demo-flying-december-2021.htm
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22-004-R-0112.2.2. 太陽光発電システムのロードマップ

◆上述(SPS-ALPHA(米), CASSIOPeiA(英), MR-SPS(中))の開発ロード
マップ(概要)を以下に示す。(詳細は次頁以降参照)

2020年～ 2030年～ 2040年～ 2050年～

S
P
S
-A

L
P
H

A
(米

)
C
A
S
S
IO

P
e
iA

(英
)

M
R
-S

P
S

(中
)

地上
モデル

＊開始時期については正式な情報はないため、ここでは2025年頃と仮置きしている

LEO
実証

MEO
プラント

GEO
運用機

約10年で実用化

- Lab Prototype
- 50kWクラス

- Operational SPS in GEO
- 1～2GWクラス

- MEO Pilot Plant
- 10～100MWクラス

- LEO Demonstration
-～300kWクラス

地上モデル
 (～TLR=5)

LEO 実証
 (TLR=6)

運用軌道実証
 (TLR=7)

プロダクション
実証 
(TLR=8)

初期運用開始～フル運用開始
 *Capabilityの

約20年で実用化

- LEO Demonstration
-～40MWクラス

- Operational Demonstration
-～500MWクラス

- Production Demonstration
-～2GWクラス

伝送技術実証
@LEO

伝送技術実証
@GEO

メガワットクラス
実証 @GEO

ギガワットクラス @GEO

- LEO Demonstration
-～10kWクラス

- GEO Demonstration
-～500kWクラス

- Pilot Demonstration
-～20MWクラス

- Operation
-～2GWクラス

約28年で実用化

出所)令和 3 年度重要技術管理体制強化事業（宇宙分野における重要技術の実態調査及び情報収集）調査報告書

約3.3km×4.5km
約7,600t

アンテナ直径1.7km
(約5.1×1.7km)
約2,000t

約11.8×0.31km)
約10,000t
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2.2.3. 太陽光発電システムの構造的特徴
~(参考)システム構成別の発電コスト比較~

➢ 2010年代後半以降にコンセプトが再検討されたシステムは20セント/kwh以下と相対的に安価
➢ Type-5 : CALTECHの薄型フィルムのように大幅な質量削減は考慮されていないと推察

出所) Forming an International Space Solar Power Program, IAC, 2022

Type 1 Type 2 Type 3 Type 6Type 4 Type 5

EXAMPLE:
Modular Electric 

Laser SPS

(US | AEROSPACE)

EXAMPLE:

1979 Ref. SPS
(US | DOE & NASA)

EXAMPLE:
“Simple” Integrated 

Sandwich SPS

(JAPAN)

EXAMPLE:
Single-Substrate Thin-

Film SPS Swarm

(US | CIT-NG)

EXAMPLE:

SPS-ALPHA Mk-III
(US | MSTI)

EXAMPLE:
Multi-Rotating 

Joint
(CHINA | CAST)

質量 [MT(トン)]

20,000 MT 20,000 MT 18,400 MT 18,000 MT 14,000 MT 7,500 MT

COST OF ENERGY DELIVERED ($ / KWH ) OVER 30 YEAR LIFE

300¢ / kWh 19¢ / kWh 44¢ / kWh 72¢ / kWh 520¢ / kWh 4-5¢ / kWh

MR-SPS系 SPS-ALPHA系
CASSIOPeiA系

CALTECH系

[注記]コスト算出にいくつか前提をおいているため絶対値としての精度は高くないと推察するが、相対的な比較は可能
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2.2.3. 太陽光発電システムの構造的特徴
~Space Energy Initiative~

Member ship(50以上の団体が参加@2022年時点)

➢ Net Zeroへの挑戦と再生可能エネルギーを補完する新しいベー
スロードエネルギー技術の必要性に伴い、宇宙太陽光発電の開
発を主導

➢ 設計、研究、技術実証の体系的かつ強力的なプログラムを通じ
て宇宙×エネルギー×デジタル×製造のエコシステム間の統合・
改革を促進

M
is

si
o
n

◆ Space Energy Initiative

➢ National Clean Energy Policy –Net Zero–の達成に
向けて、下記を推進
✓ 2030年までに最初の軌道実証用SBSPシステムを確立
✓ 2040年までに送電もに電力を供給するシステムを運用
✓ 2040年半ばまでに第一世代の運用を開始

→ 英国の大部分の化石燃料による発電を代替

T
a
rg

e
t

出所) SEI1, SEI2, 各国動向

➢ 英国の助成金が一因となってSEIが形成
➢ 米国の2025年実証機、中国は2028年に実証実験、欧州

「Solaris」等、具体的な実現時期を定めている点が特徴

https://spaceenergyinitiative.org.uk/?_sc_token=v2%253AaJWbvRp6DutlPhu6xCGtaWFHXzaZ_N_kbg63Grvhy_JMy7bvuXv8xDcTZVpdZFM9WnnX0E_LSulmJTudtCRaRBBaG6zQe0jbrmbcfh3ywbHdHFl6rgc8XZlVTNHIIZOzG5EvhpjBQR7cgrbKBaEBcyKOzLsygD8QMr1oL_ZJ7pUiep-y1qp3hfXuUr5qwTHrUv_S3yzK_2BdxkiuVGZ2DA%253D%253D
https://unhabitat.org/news/10-mar-2022/un-habitat-supports-the-space-energy-initiative-to-help-develop-sustainable-cities
https://spacenews.com/northrop-grumman-tests-space-solar-power/
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2.2.4. 太陽光発電システムの構造的特徴に起因する
技術分析

基本的な構成要素
(モジュール・パネル・トラス)

【軌道上製造方式】
部材を軌道上のPlatformに輸送し、
Platformにて3Dプリンタ等による製
造・組み立てを行う(部分適用が主)

【自己展開方式】
システム構成要素そのものに展開・組
み立て機構が備わっており、軌道上に

打上げ後に形状を変更する

【ロボット構築方式】
システム構成要素とは異なる宇宙機を
用いて、軌道上で構成要素の接合な

ど組み立てを行う

【特徴】
✓ 展開構造はシンプルでコスト

は比較的安価
✓ 展開後のユニット(数100m

程度)の接合等、展開以降
の構築は技術課題あり

✓ 長期的なメンテナンスには別
の仕組みが必要

【特徴】
✓ 自由度が高く効率的だが

初期投資は高価となる
✓ 現時点の技術では他の方

法と組み合わせが必要
✓ Platformの建設自体が

課題となる

【特徴】
✓ 構成要素とは別の設計と

なり比較的高価
✓ システムに依存せず複雑な

組立てが可能となる
✓ ロボットにメンテナンス機能

を持たせることも可能

出所) SSPS, 構造の課題, Airbus

©Airbus

http://www13.plala.or.jp/spacedream/SPS19.pdf
https://www.jstage.jst.go.jp/article/sspss/5/0/5_60/_pdf/-char/ja
https://sorabatake.jp/19146/
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2.2.4. 太陽光発電システムの構造的特徴に起因する
技術分析

基本的な構成要素
(モジュール・パネル・トラス)

【軌道上製造方式】【自己展開方式】 【ロボット構築方式】

➢ 軌道維持だけでなく、ユニット
の結合等精密な軌道制御が
求められる。一方、質量は比
較的軽量となるため推進系で
はなく、制御の課題が主となる

➢ 軌道維持に必要な燃料や推
力の確保が課題。推進系だ
けでなく燃料補給技術・サー
ビスの進展が必要となる。

➢ 同左

組
立
て

軌
道
制
御

3D
P

➢ 軌道上での3DPを活用した構築の補助は、3方式共通してメリットがある
➢ 特にメンテナンスの観点では、補修部材を適宜必要な部材を補充できればコストを飛躍的に向上できる

(部材の輸送コスト、軌道上での保管コスト等を改善することに役立つ)

*SSPD/CALTECH *SPS-ALPHA, CASSIOPeiA, MR-SPS (ASTEC推察)

➢ 展開方式であり、比較的課
題は少ない。ユニット間の結
合を如何に実現するかの検
討は今後の見込み

➢ 軌道上にて製造・組立てが可
能でロボティクス技術が必要
(Platfrom建造も課題)

➢ 製造できる部品は制約があり、
他の方式組合わせ必要か

➢ 基本的にはシステム構成要素
への接近・接触技術(RPO
等)が必要となる。デブリ回収
技術・宇宙状況認識技術と
の共通要素が多い。

出所) SSPS【補足】上記には含まれていないが、構築過程も考慮した姿勢制御方式も課題の1つである
   *ISSはCMGを用いているがより大きな構造体に対しては課題が残る

http://www13.plala.or.jp/spacedream/SPS19.pdf
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2.2.4. 太陽光発電システムの構造的特徴に起因する
~実証状況~

概要

トピック

目的 : 前線の基地等への電力確保
          GPSのように軍用から民間利用への技術移転も期待

➢ 2018年 : ペイロード開発にAFRFから1億ドル以上の契約を締結
➢ 2021年 : 太陽光エネルギーをRFへの変換に成功(地上実証)
➢ 2022年 : ビームフォーミング技術を地上実証
➢ 2025年にプロトタイプ衛星を打ち上げ予定(ARACHNE)

システム構成
/技術実証

⚫ サンドイッチタイル方式
 太陽電池で収集したエネルギーをRFに変換して送信
✓ SPIRRAL : 熱に対する技術 

極端な温度変化を抑えるVariable emissivity Material(VME), 
2023年打上げ実証予定
✓ ARACHNE : サンドイッチタイルを用いた発電・送電実証
  9枚のタイルを用いて2025年に打上げ予定
✓ SPINDLE : 展開可能な構造物の技術実証

 現状は地上で実証実験をしており、今後の方向性を検討
⚫ Critical Technologies
✓ 展開構造、発電技術、熱制御、分散制御、RFビームフォーミング

主なプレイヤー
⚫ AFRL/NRL
⚫ Northrop Grumman

概要

トピック

目的 : 膜状の集光・送信アンテナによる軽量システムの実証

➢ 2013年 : Donald Bren財団より100万ドルの寄付により
研究が開始(最終的には1億ドルを超える予定)

➢ 2023.1 : 実証機を打上げ
   *構想から設計、製造、テストまで、約35人のチームで実施

システム構成
/技術実証

⚫ DOLCE :軌道上展開型超軽量複合材実験
 約1.8×1.8mのモジュール単位で展開
(実用時にはモジュールを組み合わせ1km程度の長さを構成)

⚫ MAPLE : マイクロ波電力伝送低軌道実験装置
軽量・柔軟な送信機を配置し、タイミング制御により電力を集
中・伝送する

⚫ ALBA : 32種類の太陽電池を評価
⚫ Vigoride : 制御装置(上記3つの実験装置を制御)

主なプレイヤー ⚫ CALTECH

◆ SSPIDR Project(AFRF/Northrop, 米)

SSPIDR  : Space Solar Power Incremental Demonstrations and Research
SPIRRAL : Space Power InfraRed Regulation and Analysis of Lifetime
SPINDLE : Space Power INcremental DepLoyable Experiment

出所) AFRL, NG, ビームフォーミング実証, CALTECH,  

ARACHNEの外観イメージ

サンドイッチパネル

◆ SSPD/CALTECH(米)

DOLECE : Deployable on-Orbit ultraLight Composite Experiment
MAPLE : Microwave Array for Power-transfer Low-orbit Experiment

SSPD/CALTECHの外観イメージ

https://afresearchlab.com/technology/space-power-beaming/
https://www.northropgrumman.com/life-at-northrop-grumman/supercharged/
https://spacenews.com/northrop-grumman-tests-space-solar-power/
https://www.caltech.edu/about/news/caltech-to-launch-space-solar-power-technology-demo-into-orbit-in-january
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2.2.4. 太陽光発電システムの構造的特徴に起因する
~(補足)SSPD/CALTECH関連~

Credit: Lance Hayashida/Caltech

アンテナシートの試作機
✓ 濃いオレンジ色の資格が1台

の送信機に対応するアンテナ

展開

衛星コンフィギュレーション

➢ これまで検討されてきたシステムより非常に軽量で革新的な実証
➢ AFRL/NGと大きく異なる技術が米国内で同時に発生

実証機は要素ごとの検
証であり左図(MAPLE)

に実装される
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2.2.5. 太陽光発電システムにおける動向、およびユースケース
~有識者のご意見~

◆調査結果を踏まえた有識者のご意見(サマリ)

➢欧米中に比してシステム全体のプロジェクト化は低調であるものの、日本においても経産省が
主体となり、月面活動に向け「超長距離無線伝送の可能性を確認するための、地球低軌道
からの無線送電技術の開発・実証」のプロジェクトが2022年に立ち上がった。
➢また日本の特徴は、「細く長く継続した研究開発」であり、要素技術の蓄積は進んでいる。一
方で、「使われる技術」とするためには、小さくてもミッションをつくり、要素技術を実証することが
大事である。(数が重要なファクターになっているとの認識)
➢今回の調査のように軌道上作業と関連付けて考察するなどの活動を通じて、地球観測等も
含む他のユースケースとシナジーが見込めるミッションの検討が大事と考えている。

出典) 経産省HP

https://www.meti.go.jp/information/publicoffer/kobo/2022/k220809001.html
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2.2.5. 太陽光発電システムにおける動向、およびユースケース
~強み・弱み分析~

動向分析サマリ

Fact Finding及び
海外動向分析

現状の日本における動向分析

強み弱み

<米国>
✓ コンセプト提案は多くあり、代表例としては、SPS-ALPHA, 

SSPD/CALTECH等。
✓ 主なプレイヤーは、NASAを筆頭に安全保障関係ではAFRL/NFLも

技術実証に取り組む。これに産業界ではNorthrop社、学術分野で
は、SSPDを主導するカリフォルニア工科大学(CALTECH)がある。

✓ 地上試験から軌道上実証へ移行しつつある状況
- AFRL/Northrop

2022年にアクティブ電子走査アレイ機能(ビーム方向制御)を
地上にて実証。2025年に実証衛星を打ち上げ予定。

- SSPD/CALTECH
2022年に実証機を打上げ済み(展開機構/送電の実証予定)

<欧州>
✓  米国と同じくコンセプトは多数あるが代表例としては、

CASSIOPeiA(英)がある。推進にあたり、産学官が集まった
SEI(イニシアティブ)を結成

✓ 上記とは別に、ESAが「Solaris」計画を立ち上げ、FSを開始
(GSTPに約2.1億円を当て、その一部をSolarisに使用する予定)

<中国>
✓ 代表的なコンセプトはCASTが主導するMR-SPSがある
✓ 実証状況の詳細は不明だが、IAC等学会での報告は定期的にあり

<JAXA>
✓ 2000年代にJAXAや経産省によ

り1GW級のコンセプト検討[1]を
実施

✓ JAXAが主なプレイヤーであるが、
送電技術など個別の要素技術は
経産省主導でMHI, MELCO等が
開発を進めており、また軌道上作
業技術はAstroscaleや
MELCO/NECもJAXAプログラムの
中で関連技術を保有する

✓ 宇宙基本計画(概要編)の「産業・
科学技術基盤を始めとする我が国
の宇宙活動をささえる総合的基盤
の強化」に「Ⅶ. 宇宙太陽光発電
の研究開発」が掲げられている。

✓ 上記もあり、月面を対象とした実
証等、個別要素の軌道上実証計
画はあるもののシステムとしての計
画はない

強み
✓ 長期的に研究開発を続け

た結果として、システムを
下支えする要素技術は蓄
積されている。特に組み立
てに必要となる協力体へ
の接近、ロボティクスにつ
いては軌道上実績あり。

弱み
✓ 安全保障、ネットゼロなど

のニーズが相対的に低く、
プロジェクト化は欧米に比
して遅れがある(近年のト
レンドである、地上電力代
替以外を目的とした利用
ニーズ)

➢ 多額の予算が必要となる実用システムにおいては、予算規模・国内ニーズの差異があり条件は良くない。
➢ 個別の要素技術を「強み」として強化し続けるために、他のユースケースとのシナジーが必要か。

[1] JAXA/SSPS, ESA

https://www.kenkai.jaxa.jp/research/ssps/ssps-ssps.html
https://buildindigital.com/space-based-solar-farms-could-power-up-within-a-decade/
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TBD

(調査要求)
➢ 宇宙探査や軌道上作業では、軌道上におけるロボティックスやランデブードッキング等、様々な技術が必要

である。それらの必要な技術を洗い出し、各技術における最新動向、技術成熟度、必要な計算機等を
調査の上、まとめること。

➢ 上記調査結果に基づき、日本の強み・弱みを分析し、まとめること
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【エグゼクティブサマリ】

ランデブ・近傍運用
➢ 特定の軌道上サービスに特化した事業者も増えサービス毎のセグメンテーションが進みつつあるなか、共通するRPO技術

の重要性は高い。 肝となる相対航法センサについて、各社光学カメラの使用が多く、OSAM-1では赤外カメラをバック
アップに、近接運用では安全性やドッキングのためのアプローチに物理形状などが把握できるLIDARを採用するケースが
複数見られる。航法センサはRPOミッションにクリティカルであるため、バックアップを考慮したり、評価（dissimilarチェッ
ク）用にセンサを追加で設けたりなど実装も幅広い

➢ サービスごとに顧客衛星条件等を考慮して適切なRPOも決まってくるものであり、デブリ除去であれば非協力接近、その
ほか、燃料補給や寿命延長、修理やEOLサービスなどは協力・準協力接近を前提とした対応がされている。

➢ 上記も踏まえ、航法センサ、オンボード処理、推進系、GMC等の技術的課題をクリアし標準化が進めば開発要素・リス
クを低くでき、低コスト化・サービス化の促進につながると考えられる。

ロボティックス
➢ 寿命延長サービス機(2例)から得られた特徴として、２本のロボットアーム、機能に応じたツール交換キット、 ツールスロッ

ト、PROセンサ群（LIDAR,可視/照明/赤外カメラ等)が共通して実装されている。
➢ 衛星全体を固定し牽引する機能も有するOSAM-1では、バース（安定保持）システムも装備。
➢ 日本ではまだまだ軌道上サービスに資するようなロボットアームの実証が少なく、開発が急がれる。

上記を踏まえた「強み・弱み」分析

➢ 協力物体と準協力物体へのRPOを実証し、非協力物体へのRPO技術の開発においては世界をリードしている。これら
を活かしてサービスの幅を広げる為に組立・製造、検査、修理等を実施する為のロボットアームと用途に応じたエンドエ
フェクターの開発を進め、さらに競争力の確保の為のコストダウンが求められる。

3. 宇宙探査や軌道上作業に必要な技術調査
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22-004-R-0113. 宇宙探査や軌道上作業に必要な技術調査

RPO（ランデブ・近傍運用）シーケンスごとの技術要素・機能要件（非協力接近・一例） 
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3. 宇宙探査や軌道上作業に必要な技術調査

RPO（ランデブ・近傍運用）シーケンスごとの技術要素・動向
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22-004-R-0113. 宇宙探査や軌道上作業に必要な技術調査

RPO（ランデブ・近傍運用）シーケンスごとの技術要素・動向 航法センサ観点



47

22-004-R-0113. 宇宙探査や軌道上作業に必要な技術調査

RPO（ランデブ・近傍運用）シーケンスごとの技術要素・動向 航法センサ観点
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22-004-R-0113. 宇宙探査や軌道上作業に必要な技術調査

RPO（ランデブ・近傍運用）ユースケース/プロジェクト別コンポ・計算機等実装調査結果
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RPO（ランデブ・近傍運用）ユースケース/プロジェクト別コンポ・計算機等実装調査結果
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22-004-R-0113. 宇宙探査や軌道上作業に必要な技術調査

RPO（ランデブ・近傍運用）ユースケース/プロジェクト別コンポ・計算機等実装調査結果
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22-004-R-0113. 宇宙探査や軌道上作業に必要な技術調査
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3. 宇宙探査や軌道上作業の動向
~有識者のご意見~

◆調査結果を踏まえた有識者のご意見(サマリ)

➢ 今後の宇宙開発の検討においては、「量が質を凌駕する時代」であることを踏まえ、 「総花か
ら数の集中」、 「永続的な政府予算による開発の転換」を戦略的に実現する必要がある。

➢ このために、官の支援による量につながるミッションの実証(初期)が重要であり、この実証を
通じて、民間は日本政府含む世界中の政府関係、および民間企業へ製品・サービスを提供
できる構造が理想。

➢ 「量につながるミッション」を検討するうえで、軌道上作業の役割が「通信」、「観測」、「測位」
等の宇宙システムに対するサービス提供であること、かつ日本においてはこのユーザが少ないこと
を踏まえ、宇宙利用の将来像において軌道上作業がどのように使われるかのビックピクチャー
が重要となる。

➢ このことを踏まえると、宇宙基本計画等で規定されている官が提供する実証機会が、民間の
ニーズと適合しているか、評価も重要となる。

➢ 技術的な観点においては、「日本」としてみると技術蓄積はあるものの、実態はJAXAとプロ
ジェクトを担った企業に技術が分散されて蓄積されており、横断的・統合的利用が現実的に
は困難である。米国ではAerospace Corp.が実証技術の蓄積とそれらを伝承するハブ機能
を担っており、日本においても、今後積み上げる実証が量として有効にカウントするための仕
組みが必要となる。
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3. 宇宙探査や軌道上作業の動向、ユースケース、標準化
~強み・弱み分析~

動向分析サマリ

重要項目Fact Finding及び
海外動向分析

現状の日本における動向分析

強み弱み

米国が軌道上作業の拡大に必要な開
発、技術実証、政策をリード

✓ Space Logistics社は2020年より
ドッキングによる寿命延長技術を世
界に先駆けて実証、サービスを開始

✓ Orbit Fabの軌道上燃料補給計画
が進み、インターフェイスとなる給油バ
ルブの標準化への動きもみられる

✓ OSAM-1/OSAM-2による軌道上の
製造・組立の計画が進む

✓ 米国は、官民双方によるISAM関連
の技術開発を促進すべく、2022年
４月に宇宙におけるサービス・組立・
製造（ISAM）に関する国家戦略
を発表。技術開発、産業界の育成
や国際協力を含む米国のISAM能
力開発の上での戦略的なゴールや課
題を特定し、官民一体で国際的な
リーダーシップの確立を狙う

✓ ETS-VII及びHTVを通
じた技術実証(RPO技術
を含む基盤技術を保有)

✓ Astroscale社がELSA-
d衛星を通じてデブリ除去
の技術を実証

✓ JAXAがAstroscale社を
採択しCRD2フェーズⅠ
の実証を通じて、軌道上
での点検・観測技術も近
く実証予定

✓ J-SPARCの枠組みで
JAXAとAstroscaleにて
燃料補給サービスの事業
コンセプトの共創が始まる

強み
✓ デブリ除去分野の実

証と開発では世界を
リードしている

弱み
✓ デブリ除去以外の軌

道上作業に関する
ユースケースの実証
の実績は少ない

✓ 官主導、官民協力
での実証計画、標
準化への取り組みは
欧米に比して遅れて
いる

[考察]
商業的な世界市場の獲得には世界に
先駆けて多様なユースケースを実用化
(顧客が安心して使える環境を整備)す
る必要がある。直近では、日本が先行し
ているデブリ除去以外にも燃料補給や
組立・製造が有望であり、この分野にお
いて競争していく為に下記の方策を推
進していく必要がある。

• 日本保有のRPO技術を強化し安全
性(ミッション確実性)を高める

• 複数物体の除去や自律的航法誘
導灯のコストダウンに資する技術の実
証

• 燃料補給、および組立/製造に必要
となるロボットアームを含めたロボティク
スの開発

また、官民が一体となり、軌道上サービ
スの分野に係る能力の開発を進めるとと
もに、ユースケースの幅を広げながら、軌
道上サービスの利用の拡大につながる投
資、政策に関する戦略の策定が必要で
はないか。

➢ RPO技術の成熟と、サービスの幅を広げることにより、軌道上作業の分野での競争力を高める
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3.宇宙探査や軌道上作業に必要な技術調査

~強み・弱み分析~

動向分析サマリ

重要項目Fact Finding及び
海外動向分析

現状の日本における動向分析

強み弱み

軌道上作業の基盤となるRPO技術、
ロボティックス技術の開発と実証が進む

➢ 協力物体に対するRPOの実証、およ
び、これと組み合わせたロボティックス
技術による以下のようなユースケース
が拡大している

• アームを使った燃料補給
✓OSAM-1(米)

• アームを使ったクライアントへのドッキ
ングとアームを使ってポッドをドッキン
グさせる寿命延長

✓MEV-1/MEV-2(米)
• アームを使った組立・製造

✓OSAM-1/-2 (米)

➢ 上記以外にも、Starfish、Kall
Morris、Motive等で安価で汎用的
なロボットアームの開発が進められてい
る。

➢ Starfish Spaceが電気系推進のみ
で軌道上作業(デブリ除去等)を実施
すると発表

協力物体でのRPO技術
やロボティックスはETS-
7(1997年)で実証

ELSA-d(2021年)により、
準協力物体(ドッキングプ
レート搭載)へのRPO技
術を実証

CRD2において非協力物
体へのRPO技術が実証さ
れる計画

強み
✓ 協力物体と準協力物

体へのRPOを実証し、
非協力物体へのRPO
技術の開発においては
世界をリード

弱み
✓ 汎用的で安価なロボッ

トアームと用途に応じた
エンドエフェクターの開
発

✓ 安価に軌道上作業を
提供できる推進系技
術

[考察]
• 日本においては協力物体のみならず

非協力物体に対するRPO技術の開
発もリードしており、これらを活かした
多様なユースケースを実現するために
は、米国が先行しているロボティックス
技術を組立・製造、検査、修理等
(本ユースケースはSSPS組み立てとも
共通要素)が行えるまで進める必要
がある。

• 非協力体とロボティックスの技術を獲
得することにより、非協力のデブリ除
去、故障機の修理・再利用の分野へ
とサービスを拡大できる。

➢ 協力物体のみならず非協力物体に対するRPO技術においては世界をリード
➢ これらを活かした多様なユースケースを実用化し、市場を拡大することが重要
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3.宇宙探査や軌道上作業の動向
~ロングリスト~

日本の強みを強化し、軌道上作業の拡大を進める為に必要な方策を3つの軸でロングリストを整理

ユースケース拡大に資する技術の研究開発
• 軌道上での燃料補給や、組立・製造等へとサービス

の幅を拡大するには、強み(RPO技術)を強化するこ
とで軌道上作業の基盤を確立し、安全性と軌道上
サービスへの信頼を向上させて、開発と実証のスピー
ドを上げる。

• コストダウンで競争力を強化し、ロボティックスの開発
でサービスの対象を拡大することが重要と考えられる。

商業化と日本の国際競争力確保を見据えた安全性、低コスト
化の ための研究開発支援（例：複数物体除去、自律的航

法誘導等) 

ロングリスト目的/方向性

技術の標準化
• 健全な競争を進め、軌道上作業の安全を確保する

運用標準と技術標準を推進し、軌道上サービスを
拡大する

官需の後押し含めたベストプラクティスの積み上げによる競争領域でのデファクト
化による優位性の確保とともに、サービスの価値につながらない分野の標準化

を戦略的に進める

法規制、政策
• 法規制・政策により、需要と実証機会の創出をする
• 商業的な軌道上サービスの透明性、安全性を確保

し、サービスに対する懸念を払しょく

➢市場の創設・拡大を後押しするため、官民が一体となり軌道上作
業の利用を促進するための政策（規制、インセンティブ）を進める

➢ 強み(RPO技術)の強化
✓ 光学センサー、IR、LiDAR技術、組み合わせ技術
✓ 電気、化学、それらのハイブリッド、水などの推進系の開発

➢ コストダウン
✓ 低コスト化の為の研究開発

(例:複数物体除去や自律的航法誘導)
✓ 汎用化(作業汎用性、搭載汎用性)の為の宇宙ロボティックス開発

➢ ロボティックス
✓ 汎用的なロボットアームと用途に応じたエンドエフェクターの開発

➢ 官需の後押し含めたベストプラクティスの積み上げにより、競争領域での
デファクト化による優位性の確保とともに、サービスの価値につながらない
分野の標準化を戦略的に進める

競争領域の例)
➢ デブリ除去を広げるドッキングプレートの標準化
➢ 用途により交換するロボットアームのエンドエフェクターの標準化
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(調査要求)
（１）シスルナや月、惑星近傍は 、地球から遠方にあるため、全球測位衛星システム(GNSS)の測位信号

が届きにくく、GNSSとは異なる当該空間における新たな測位システムを構築する必要があることを踏まえ、
これを実現するための方式や用途、構成等を調査し、今後必要となる技術をまとめること。

（２） (1)の調査において、日本の強み・弱みを分析し、まとめること。また国際協力等の観点で必要なシス
テムや技術を調査すること。

（３）月近傍における各国の政策動向について調査し、まとめること。また欧米における月測位の連携につい
て調査し、まとめること。

4.1. シスルナ周辺における新たな測位システムの動向
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【エグゼクティブサマリ】
➢ シスルナや月における測位システムの動向として、LunaNet(LCRNS*1/LNS*2)、Moonlightを中心

に調査、考察を行った。

➢ NASAにおいては、GNSSの微弱信号を利用した中継型の測位システムを構想しており、商用プレイ
ヤーの積極的育成・活用(Moonlightも共通)が特徴。LCRNSとして、2024～2026年に2機配
備予定。上述とは別な方式とはなるが、NASA(米)、ASI(伊)が共同で進めるLuGREにて月面にて
GNSS信号を直接受信する計画がある。

➢ Moonlight(ESA)も同様であり、2027年に1機配備でIOC*3を開始、2030年頃に計4機配備で
FOC*4予定。これに先立ち、Lunar Pathfinderを実証機として、GNSSの信号を月周回軌道で受
信する取り組みが計画されている。

➢ NASA/ESA(民間含む)ともにシステムの共存を前提に、相互運用を行うためにLunaNet 
Interoperability Specification Document(LNIS)の規定を進めている。(NASA/ESA主導)

➢ 日本においても、LNSS(Lunar Navigation Satellite System)の構想を検討しており、
NASA/ESAと協調を目指し、協議を進めている。

➢ 上記を踏まえた「強み・弱み」分析
月周回軌道上に独立した月測位システムを構築することは、スピード・コスト・技術面のハードルが高く、

NASA/ESAともに最低限の機能から拡張させる志向が見受けられる。この場合、複数のシステム
が機能やカバー領域等を相互に補完しあって共存することになると見込まれ、この中で日本の立ち位
置の確保(リージョナル高精度測位サービス等)と他システムとの共存・親和性の確保(システム間の
相互補完等)が必要か。

4.1. エグゼクティブサマリ
~シスルナ周辺における新たな測位システムの動向~

*1) Lunar Communications Relay and Navigation Systems, *2) Lunar Navigation Service
*3) Initial Operational Capability, *4) Full Operational Capability
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◆月近傍の測位方式(代表例)

直接
受信
方式

中継
方式

➢ 月面、および月周回軌道においてGNSSを直接受信する
方式

➢ LuGRE(NASA(米)/ASI(伊))にて技術実証が試みら
れる予定(2023年)

➢ 月周回軌道に月測位衛星コンステレーションを構築する。
月測位衛星(一部のみも含む)はGNSSを直接受信する
ことで位置決定を行い基準となり、月測位衛星間の相対
測位に基づき、航法メッセージを生成する方式。

➢ LCRNS/LNS, MoonLight, JAXA検討等のコンセ
プトで採用されている

現地
生成
方式

➢ 月周回軌道に月測位衛星コンステレーションを構築する。
航法メッセージは、地球、もしくは月からの測距(レンジング
等)により月測位衛星の軌道を決定し生成する方式。

➢ 現時点で明確な計画はなし

⚫ 月活動が定常化した後、精度や可用
性の観点から構築が進む可能性がある

✓ 月図に対する精度は他案より良い
(座標変換の影響が小さくできる)

✓ 月測位衛星の測距(月面インフラ、衛
星機数等)に課題あり

⚫ 技術が確立した場合は利用が拡大する
可能性はある(ただし、地理的条件で使
用できないエリアは存在)
✓ 新たなインフラが不要な点で優位
✓ 微弱電波を受信する必要があり、ア

ンテナ大型化、精度劣化が懸念

⚫ 現状(月面活動開始フェーズ)の構想と
しては有力(欧米日ともに選択)
✓ 月周回軌道からの信号でありDoP

が良く、かつ新たなインフラが少ない
✓ 衛星機数でサービスエリアの調整がで

き拡張性が良い
✓ システム構成は他案より複雑になり新

たな技術要素が多い

初期の構想は固まりつつあるが、今後も発展・枝分かれする可能性は十分にあり
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4.1.1 月測位システムの概要
~LunaNet~

NASAは、南極域周辺からサービス提供をはじめグローバル領域への領域拡大を志向

➢ 地球との通信、および南極等特定
地域向けの中継サービスが主

➢ PNTは初期サービスを提供
➢ Interoperabilityは初期フェーズ

から確立

➢ 南極等特定地域以外のいくつかの
ポイントで中継サービスを提供

➢ LNSサービスを提供(Global展開)
*GNSSと同等のサービス

➢ 光通信の導入

➢ 複数の事象者が連携したネットワー
クとして通信サービスを提供

➢ 基幹線として光通信を利用
➢ 月面ネットワークが複数の場所で利

用可能

✓ 50Mbps/10Mbpsの高速通信
✓ 測位機能を持つ衛星は2機以上

- 測位精度は100m程度
- 衛星サイズは150-300kg

✓ 150Mbpsまで通信速度向上
*リアルタイムロボティクス制御

©NASA
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➢ 月遷移軌道、月面でのGNSS受信データを取得(公開予定)
➢ 月周回軌道のデータは取得しない見込みであり、Lunar Pathfinderとあわせる必要あり

4.1.1 月測位システムの概要
~LunaNet~

出所) LuGRE

https://www.gps.gov/cgsic/meetings/2022/bauer-enderle.pdf
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4.1.1 月測位システムの概要
~MoonLight~

概要

概要

⚫ ESAの月活動を支える信頼性の高いナビゲーションと通信能力の獲得が目的
✓ 多様な用途で使われるため、独自に構築することは非効率

→ 産業界のコンソーシアムに委託し個々のミッション費を削減(対費用高価の効率化)
→ 航法・通信をサポートできれば、各衛星のミッション(科学機器など)のスペースが拡大

✓ 今後10年程度で250もの月へのミッションがあり、1000億ユーロの月市場経済(地球上に雇用
を生み出す)が生まれると予想(Northern Sky Research社)

⚫ ビジネス、およびサービスモデルやシステムコンセプトの検討に基づいて、次の詳細設計に向けた最大で2
つのESA全額出資契約を想定

⚫ ESAは固定客となりシステムの利用・対価の支払いを行うことを担保するとともに、コンソーシアムメンバー
はESA以外にもサービス等の販売が可能

⚫ 月着陸船(Argonaut等)において、ゲートウェイとの視線通信がなくても着陸が可能するために利用す
るなど、多様な用途での利用を想定

SSTLを中心としたコン
ソーシアム

⚫ 月周辺における通信・航法商用月データ中継サービスの調査リーダー
- インフラを形成/サービス提供するフェーズA/B1調査を実施
- 2026年にLunar Pathfinderにて技術実証を計画

⚫ メンバー
 SSTL, Airbus, SES, KSAT, GMV等

Telespazioを中心とし
たコンソーシアム

⚫ 月軌道上や月面上にあるローバー、ランダー、月面基地など様々な
プラットフォームへのサービスを保証することを目的としたシステム検討
  - End to Endシステムのアーキテクチャ、コスト、サービスモデルを定義

⚫ メンバー
 Telespazio, TAS, OHB, Inmarsat, Hispasat, MDA
Algotec, ALTEC, Nanoracks Europe
SEE LAB SDA Bocconi, Politecnico di Milano等

➢ Moonlight Initiativeの概念検討のために2つのコンソーシアムを選定

©ESA

出所)ESA, Moonlight, UK, Telespazio

https://www.esa.int/Applications/Telecommunications_Integrated_Applications/Lunar_satellites
https://spaceref.com/uncategorized/esas-moonlight-initiative/
https://www.gov.uk/government/case-studies/lunar-pathfinder
https://www.telespazio.com/en/programmes/moonlight
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4.1.1 月測位システムの概要
~MoonLight~

出所)Roadmap

➢ 2027年に1機配備で初期サービスを開始、2030年頃に計4機配備で開発完了を見込む
➢ 通信が主であり、測位(PNT)は他のCapability(DEM, IMU等)と組み合わせて使用することを想定
➢ PNTサービスは、グローバル展開ではなく南極域に限る

https://astecorg-my.sharepoint.com/personal/matsushima_kota_astec_or_jp/Documents/PassageDrive/Workspace/Desktop/スターダスト
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NASAが150～300kg, JAXAも同程
度を想定しており、他より大型

➢ NaviCom×2機、Navi×2機の4機体制が基本
➢ 衛星は米国、日本より大型と見込まれる(RFの通則速度の目標値は欧州が一番高い)

4.1.1 月測位システムの概要
~MoonLight~
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➢ ESAのダウンストリーム創出に向けた取り組み
➢ 商業的とビジネスの量観点を評価、実装に向けたロードマップを作成するための機会・知識・資金を提供

4.1.1 月測位システムの概要
~MoonLight~

概要

ダウンストリーム創出の
取り組み

MoonLightのシステム設計進展に伴い、ダウンストリーム創出にも取り組む

⚫ビジネスアイディアを募集
✓ 商用として実行可能なサービスコンセプト
✓ 市場機会、および顧客/ユーザとの関係性(サービス受益者 : 月のユーザ, 地上のユーザ)
✓ 技術的に実現可能なソリューション
✓ MoonLightの通信・測位の付加価値
✓ ビジネスとドメインの専門知識を持つチーム

➢ 通信/測位サービスによるサービスコンセプトを含むビジネスケースの開発および成熟化
➢ ビジネスケースの顧客による要望、技術的実現可能性、ビジネス成立性の評価
➢ サービスの需要、実現可能性、実行可能性に関する仮説を地上でテストするための概念実証
➢ サービスの実装と商業展開のためのロードマップ作成

ESAが提供するモノ

⚫ 1件あたり最大20万ユーロの資金提供
⚫ ESAの個別コンサルタント、技術/商業的なガイダンス
⚫ ESAが有するパートナーへのネットワークへのアクセス
⚫ ESAブランドの信頼性

出所) ESA HP

https://business.esa.int/funding/intended-tender/lunar-economy-applications
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4.1.1 月測位システムの概要
~欧米における月測位の連携~

概要

目的

⚫ 相互運用可能なサービスを管理するための標準サービスとインターフェースを定義するための文書
✓LunaNet

(対象)多くの月探査ユーザー
(システム形態)多様な商業および政府サービスプロバイダのサービスを提供
(アーキテクチャの思想)オープンで進化可能なアーキテクチャ

⚫ 他ネットワークと相互運用が可能な月通信/測位ネットワークの運用のための包括的な仕様

特徴

⚫ NASAとESAによって作成・レビューされる

⚫ 個々のプロバイダは、この文書にあるすべてのサービスとインタフェースを提供する必要はないが、
   プロバイダの集合体は、記述されているインタフェースとサービスを持つことになる
→ LunaNet全体として提供するインタフェース、サービスを規定しており、個々のプロバイダは一部を担う
⚫ プロバイダがこの文書に記載されている以上のサービスやインタフェースを提供することも可能

[補足]
LunaNetはArtemisプログラムを実現すると同時に、NASAが太陽系内でさらにネットワーク サービスを構築
するためのプラットフォームとなることを目指している

構成

大きくは以下の4つのユーザサービスに分けた章立て(下記に加えプロバイダ to ユーザのインタフェース、プロバ
イダ to プロバイダのサービス/インタフェースも記載されている)
⚫ 通信サービス
⚫ PNTサービス

→ 追加仕様が策定される予定 : ユーザ信号構造の定義、メッセージ詳細定義、
計測スキーム・パラメータ、月基準座標系定義、月基準時刻定義
*ユーザ向け位置情報サービス文書も定義予定

⚫ Detection and Informationサービス
⚫ サイエンスサービス

➢ LUNAR COMMUNICATIONS RELAY AND NAVIGATION SYSTEMSプロジェクトの管理
文書として“LunaNet Interoperability Specification”を規定

出所) NASA

LCRNSのプロマネが承認

https://www.nasa.gov/feature/goddard/2021/lunanet-empowering-artemis-with-communications-and-navigation-interoperability
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概要

概要

⚫ 科学技術産業における天体物理学のスタートアップ企業(米国)
✓安全保障をサポートするために、ハイリスク・ハイリターンの研究開発コンセプトを考案・創造
✓技術分野 : 赤外衛星, 指向性エネルギー, AI, LIDAR, 宇宙粒子物理学, 小型衛星,

シスルナオペレーション, 情報収集, 自律型水中ビークル, F35 LightningⅡ
✓Techflights(2022年)に選定 : 9件採択され総額610万ドルを支援

   「月経済圏の構築を確実にするインフラと能力」、「地球低軌道(LEO)から静止軌道(GEO)までのサービスとインフ
ラ」、「地球観測アーキテクチャおよび気候変動の監視と対処」の３テーマから9件採用
✓実証内容

シスルナ空間での自律軌道決定能力を実証するため、宇宙船の誘導・航法技術を試験
Spaceflight社(米)の次世代型軌道間輸送システム「シェルパ(Sherpa)」で飛行予定

技術例

⚫ JAM(Jervis Autonomy Module)
✓宇宙機のオンボード自律航行を可能にするプラグアンドプレイの衛星サブコンポーネント
✓Two-wayレンジングを必要としないため、シスルナ宇宙での操縦のための通信コスト、労力、頻度を大幅に削減
✓シスルナでの衛星コンステレーションのスケーラビリティを可能にし、GPSが使えない環境での衛星運用が可能
✓SpaceMicro社とUSAFと空対空レーザ通信ソリューション開発プロジェクトにおいても提携

⚫ LUNINT
✓Lunar Intelligence(LUNINT)をゲートウェイへ提供(宇宙で起きていること、何が起きるかを提供)

⚫ MOONINT
✓月面の情報収集であり、LUNINTのサブセットとなる

⚫ RUBY SKY
✓「極超音速」の検知を支援するために考案されたプロジェクト(脅威に対する全体的な解決策)

➢ 技術の詳細は不明だが、GPSが使えない環境でも自律的な航法が可能となる研究開発事例はあり

出所)RAS, TechFlights, SpaceMicro

4.1.1 月測位システムの概要
~自律航法 : JAM(Jervis Autonomy Module)/Rhea Space Activity(RSA)社 ~

https://www.nasa.gov/feature/nasa-selects-nine-technologies-for-commercial-flight-tests/
https://www.rheaspaceactivity.com/
https://www.nasa.gov/feature/nasa-selects-nine-technologies-for-commercial-flight-tests/
https://spacenews.com/afwerx-to-fund-development-of-laser-terminal-that-connects-military-aircraft-with-satellites/
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4.1.2. シスルナ周辺における新たな測位システムの動向
~有識者のご意見~

◆調査結果を踏まえた有識者のご意見(サマリ)

➢ JAXAも日本の月測位・通信システムとして、LNSS(Lunar Navigation Satellite 
System)の検討を進めており、ESA/NASAとも協力体制を強化している。JAXAが軌道上
実証(@2028年)を検討している計画では、NASA/ESAの衛星からの航法メッセージを日本
の衛星からの航法メッセージとあわせて受信することも検討・調整している。

➢ 一方でInteroperabilityの観点では、NASA/ESAが進めるLNIS(LunaNet
Interoperability Specification)の検討に加わるにあたり、日本は月に関する資産(月面リ
フレクター, レーザ地上局等)が少なく、ハードルの1つになっている。欧米が決めたことだけに従う
だけでなく、積極的に提言するためには、ソフト面の補強や実証を欧米に先行して進める必
要がある。

➢また欧米は民間事業者も討議に加わっており、産業創出の観点で日本においても産学官が
協力できる仕組み作り(月測位研究会等)が重要となってくると考えている。
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4.1.2. シスルナ周辺における新たな測位システムの動向
~強み・弱み分析~

動向分析サマリ

重要項目Fact Finding及び
海外動向分析

現状の日本における動向分析

強み弱み

<LunaNet(米)>
測位システムとしては、構想・技術実証

を進めている段階
✓ 基本構想は中継型システムであるが、

LuGREやCAPSTON等、多様な試み
がなされている

✓ 座標系等の規格/標準は、
LunaNet Interoperability 
Specification Documentに記載
される見込み(NASA/ESA主導)

<MoonLight(欧)>
  基本構想はLunaNetと同様であり、
協調路線
✓ Lunar Pathfinderにて、GNSSの微

弱電波を月軌道で受信することを計
画

✓ システム検討と並行して、ダウンスト
リーム産業の創出、システムへの要求
抽出に向けた取り組みが見受けられる

✓ 上述LuGREに搭載しているGNSS
受信機はQascom社(伊)の製品を
改修して使用

<JAXA>
スターダストプログラムを
通じコンセプト検討を実施
✓ 基本構想はLunaNet

と同様であるが、実証プ
ログラム化までは見えて
いない

✓ NASA/ESAと協調を
目指し、
Interoperabilityの議
論にも加わる見込み

強み
✓ 準天頂補強信号サービ

スの経験を活かした、月
周辺での測位補強信
号も検討されている

弱み
✓ 標準化の議論は

NASA/ESAが先行して
おり、遅れて参加する形
となる

[考察]
 現状は、NASA/ESAともに単独システム
ですべての需要を満たす計画とはなってい
ない。また米国がグローバル展開を志向す
る一方、欧州は南極エリアにとどまっている。
(通信と異なり、地球同様に月測位システ
ムの商用化(システム使用に伴う課金)は
不透明だが、ダウンストリーム産業は大
きくなると推察)
 このため、役割・特徴とこれを全体システ
ムの中の一部として、他システムと相互
運用・連携できることが重要となる。

①リージョナル高精度測位サービス
➢ 月における測位補強技術

(基準点, オンボードPPP等)

②システム間の相互補完
➢ 配信信号の相互補完

(ソフトウェア制御, マルチシグナル含む)
➢ 故障対応の自律化

➢ 各国ともGNSS関連技術の拡張を志向しており、現段階で要素技術レベルに大きな差異はないと推察
➢ コンセプト検討からシステム実証までの時間短縮、対等な立場で欧米連携に加わることが必要か
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4.1.2. シスルナ周辺における新たな測位システムの動向
~ロングリスト~

日本の研究開発に重要と思われる2つの軸で技術ロングリストを整理

模倣困難・希少技術の獲得 リージョナル高精度測位サービス
  電子基準点等を用いた補正(軌道・クロック・信号バイア
ス等)により精度・収束時間を短縮

適合性の強化 システム間の相互補完
Software Defined技術による配信信号の柔軟性向上, 

システムレベルでの相互補完による共存・親和性を向上

LunaNetの思想が複数のシステムが共存することで
あることを踏まえ(機会) 、日本の強みである「高精度
測位のための補強サービス」を目指す。特に初期段
階の活動領域となる南極域にサービス領域を限定す
ることでスピーディ、かつ安価に実用の場を提供するこ
とが可能となる。

キー技術の技術ロングリスト目的/方向性

➢ 月における測位補強技術
(基準点、補正方法/システム等)

➢ 補強サービスに適合した受信機(小型・軽量化)
➢ オンボードPPP等の自律軌道決定技術

欧米が構築しつつある相互補完関係(脅威)に加わ
るために、「他システムとの相互補完技術」の獲得を
目指す。これは、複数のシステムが機能やカバー領域
等を相互に補完しあって共存することを念頭に、正常
時に協調するだけでなく、1システムの衛星が故障した
場合に、システムを超えて補いあえることも含める。

【注記】
上記技術のANDが必要という意図ではなく、目的・目標や優先順
位に応じた取捨選択の参考(1例)となるロングリストとして提示

➢ デジタルペイロード(配信信号生成のソフトウェア化)
➢ 月測位信号のマルチシグナル受信機
➢ システム相互運用・自律化技術
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(調査要求)
➢ 次世代GNSSの国内外(国外は欧州、米国、インドは含めること)の技術動向について調査すること。併

せて、次世代GNSSを実現するためのペイロード技術について調査しまとめること。
➢ 現状のペイロード進化のみならず、新しい測位・航法・タイミングサービスについて調査し、まとめること。
➢ 上記調査結果に基づき、日本の強み・弱みを分析し、まとめること。

➢ 測位衛星等が利用するクロック安定度の高い基準時計の技術を調査し、その各々に対して基準時計シ
ステムの仕様を調査し、まとめること。

➢ 上記調査結果に基づき、日本の強み・弱みを分析し、まとめること。
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【エグゼクティブサマリ】
➢ 次世代GNSSの国内外(日本、欧州、米国、インド)の動向、および次世代ペイロード、および現存の

GNSSだけでなく、低軌道衛星などを活用した新たな測位システムについても調査した。

➢ ウクライナにおけるGPS妨害・干渉、GNSS喪失時の経済損失の大きさもあり、「脅威対策」の重要性
が年々増加している。このため次世代GNSSにおいては抗たん性向上が１つのトレンドとなっている。

➢ さらに、Galileoがグローバルエリアに高精度測位の補強サービス(インターネット経由含む)を開始した。
今後は、Horizon Europe(EUSPA)によるアプリケーションの開発とFundamental 
Elements(EUSPA)によるシステム強化により、利用の拡大がはかられる。

➢ これに加え、GNSSが構造的に有する弱点(信号強度の弱さなど)を補うために、Xona, GeeSpaceの
ような民間企業だけでなく、Galileo, Beidou, NavIC等、レガシーGNSSにおいても低軌道衛星を構
成要素に加えるこを検討するなど、マルチレイヤ―化の取り組みが見受けられる。

➢ 低軌道衛星を用いたPNTサービスにおいては、自衛星(低軌道衛星)の時刻・位置決定に既存の
GNSSを用いる従属型と既存のGNSSから独立して測位サービスを提供する独立型が考えられ、革新
的な機能拡張と社会インフラ維持・安全保障のレジリエンス向上の2つの目的に大別される。

➢ 上記を踏まえた「強み・弱み」分析
欧米同様に測位システムの持続性向上は、特に社会インフラとして利用するためには必要な条件とな

る。これに加え、GalileoのHAS開始、レガシーGNSSにおける低軌道衛星の追加等の外部環境を踏
まえ、日本としては、「機能低下・低下時間の低減」に加え、利用拡大の観点では、リージョナル領域
での差別化、ダウンストリーム産業と予見性を持った開発が必要か。

4.2. エグゼクティブサマリ
~ 次世代GNSSの動向, 基準時刻システムの動向~
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“Economic Benefits of the Global Positioning System (GPS)” Final Report, June 2019, 
Sponsored by National Institute of Standards and Technology, Prepared by RTI International

GNSS(GPS)が停止した場合の経済的影響を試算

➢ 1日あたりおよそ10億ドル、30日間継続すると最悪450億ドルを超える損失と試算

4.2. 次世代GNSSの動向

*NIST試算

【位置情報サービス】
スマホ等を通じたコンシューマ
サービス

【Maritime】
航法、港湾管理、漁業等

【通信】
 無線通信、通信を通じた
効率化(配車など)

【農業】
 精密の農業等
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事例概要

出所 1. Newsweek日本版
2. GPS World
3. GPS World
4. Breaking Defense
5. GPS World
6. GPS World
7. Space NEWS
8. Finnish govt agency warns of unusual aircraft GPS interference, https://www.bleepingcomputer.com/news/technology/finnish-govt-agency-warns-of-unusual-aircraft-gps-

interference/

• 米宇宙軍によると、ロシアからの妨害によりウクライナ軍やウクライナ市民は4
月時点でGPSによる正確な位置情報を受け取れていないとしている。 [1]

• ロシアの妨害は衛星からの電波を妨害しているのではなく、GPSの精度向
上に使われる地上局の電波を妨害しているとされる。 [1]

• 欧州航空安全機関によると2/24以降紛争地帯の周辺ではGNSSへのジャミ
ングとスプーフィングが激化しており[2]、その影響でリトアニアの航空会社の航空
機が3日間運行中止の対応を取った。[3]

• 米軍はGNSSへの妨害行為に対する対応策を講じているため、東欧地域に
おける偵察行動等の作戦に影響はないとしている。[4]

• ウクライナのハッカー集団はロシアのGNSS（GLONASS）への攻撃を最重要
事項の一つにしている[5]一方で、ロシアは戦時中は衛星によるPNTは使えな
いことを想定して、Loran-Cの研究開発を進めている。ウクライナはロシアの
Loran局に現状囲まれている。[6]

図 近隣国で発生したGPS干渉（2022年3月5日）[7]

GPSにおいては、米軍が使用する軍用コードはジャミングやSpoofing攻撃に対して抗たん性を有しているため、特に妨害の影
響を受けるのは民生用コードであり、民間航空機の運用等に支障が生じる。

ロシアによるウクライナ地域でのGPS信号妨害

GPSに対する妨害・干渉は現実に発生、対策が劣後してしまう民生サービスは影響を受けている

https://www.newsweekjapan.jp/stories/world/2022/04/gps-5_1.php
https://www.gpsworld.com/european-agency-warns-of-gnss-outages-near-ukraine/
https://www.gpsworld.com/finnish-airline-finds-gps-interference-near-russian-border/
https://breakingdefense.com/2022/03/local-russian-gps-jamming-in-ukraine-hasnt-affected-us-support-ops-so-far/
https://www.gpsworld.com/ukraine-hackers-target-glonass-for-cyberattacks/
https://www.gpsworld.com/russia-expected-to-ditch-glonass-for-loran-in-ukraine-invasion/
https://spacenews.com/hawkeye-360-gps-ukr/
https://www.bleepingcomputer.com/news/technology/finnish-govt-agency-warns-of-unusual-aircraft-gps-interference/
https://www.bleepingcomputer.com/news/technology/finnish-govt-agency-warns-of-unusual-aircraft-gps-interference/
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HawkEye 360、ウクライナでGPS干渉を検知

事例概要[1]

出所 1. Space NEWS
2. C4ISR net, https://www.c4isrnet.com/opinion/2022/07/22/why-isnt-russia-jamming-gps-harder-in-ukraine/
3. Business insider, https://www.businessinsider.com/russia-su34-jets-basic-gps-receivers-taped-to-dashboards-uk-2022-5

• HawkEye360はロシアによる2/24のウクライナ侵攻に先立ち、ウ
クライナ付近でGPS干渉が継続的かつ増加していることを指摘。

• ロシアの侵攻が始まる少し前にもチェルノブイリ北部のGPS干渉を検知
し、「ウクライナの自衛能力をさらに低下させるため、ロシアの軍事作戦
に電子戦の戦術が組み込まれていることを確認した」としている。
ただし、ロシアのGNSS「GLONASS」の信頼性が低いことから、ロ
シア軍自身がGPSによるPNTを必要としており、ウクライナへの侵
攻に際してGPSへの電波妨害はさほど広範囲で行われていない、と
の見方もある。[2][3]

• HawkEye 360は、RF信号を監視し、その位置をピンポイントで特定
するために衛星のコンステレーションを運用しており、昨年からGPSの干
渉を検知・監視する能力を実証し、現在は関連製品を販売している。

• GPS干渉が発生を検知すると位置情報を含めてクライアントに通
知するため、クラインアントは影響を軽減するために迅速に対応する
ことができる。

ドローンの誘導制御や航空管制等の社会インフラで広く利用されているGNSS信号に対する電波干渉や妨害をいち
早く検出することは、安全保障だけでなく、民間サービスの安全性を確保するために重要な手段となる。

図 HawkEye360社が発表した
ウクライナ付近で発生しているGPS干渉[1]

民間の商用コンステレーションでも電波干渉をグローバルで把握することができるようになっている

https://spacenews.com/hawkeye-360-gps-ukr/
https://www.c4isrnet.com/opinion/2022/07/22/why-isnt-russia-jamming-gps-harder-in-ukraine/
https://www.businessinsider.com/russia-su34-jets-basic-gps-receivers-taped-to-dashboards-uk-2022-5
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◆ GNSS妨害・干渉発生時の影響と対策のイメージ

能力

時間

危機
事前 事後 復旧

100％

機能低下抑制

機能低下時間抑制

出典) ASTEC分析

極端な宇宙天気現象がもたらす最悪シナリオにおいては通信・放送が2週
間断続的に途絶（総務省「宇宙天気予報の高度化の在り方に関する検討会 」）

4.2. 次世代GNSSの動向

【対策2】
✓ 事象(危機)の発生(予兆含む)の検知を早くする
✓ 復帰、もしくは代替手段への切り替えを早くする

【対策1】
✓ 耐性を強化する
✓ システム内の冗長性により影響を小さくする
✓ 複数システム併用により影響を軽減する
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対策動向

機能低下抑制 【耐性を強化する】
⚫多周波利用 : S帯(NavIC)等の他周波利用

⚫非公開信号 : ミリタリコード(GPS), PRS(Galileo), 公共専用信号(QZSS)） 

⚫認証サービス : Chimera(GPS), OSNMA(Galileo),航法メッセージ認証(QZSS)

【システム内の冗長性により影響を小さくする】
⚫機数冗長 : Galileo, GPS等GNSSは30機程度で衛星の冗長性を確立, NavICは11機体制を目指す

⚫軌道冗長 : GNSSでは、MEOとIGSO, GEOの組み合わせがあるが役割分担の目的が主

*NTS-3(米)は静止軌道に投入し軌道組み合わせの効果も検証予定

【複数システム併用により影響を軽減する】
⚫Alternative PNT/低軌道衛星群, ５G測位等を併用(米・欧)

機能低下時間抑制 【事象(危機)の発生(予兆含む)の検知を早くする】
⚫干渉の検知・警報システム : Harmonious Rook(米), Hawkeye360等

⚫ユーザによる早期検知・通報・情報共有

【復帰、もしくは代替手段への切り替えを早くする】
⚫ デジタルペーロードによる照射領域・強度・周波数・変調方式の変更(GPS-IIIF、Galileo第二世代)

⚫ Software Defined受信機(NTS-3(米))

*次世代で特に重要となる施策であるものをピックアップして青文字としている

4.2. 次世代GNSSの動向

◆ 次世代GNSSを実現するためのペイロード技術の動向

ペイロードはSDPによる柔軟性向上に加え、システムレベルでの抗たん性強化が見受けられる



84

22-004-R-0114.2. 次世代GNSSの動向

➢次世代GPSに向けた高度な技術を実証するための研究プロジェクト
(2023年の打上予定)

<特徴>

➢L3Harrisが開発する、ORDWG（On-Orbit Digital Waveform 
Generator）とされる軌道上で再プログラム可能なデジタル信号発生
器を含むフルデジタルペイロードにて、電子的な脅威に遭遇したときに
オペレーターが新しい信号を迅速に展開できるように実証

➢リアルタイムで同時に複数のエリアに異なるレベルの信号送信が可能

➢2021年12月にThales Alenia Space(伊)とAirbus Defence
& Space(独)の2社と14.7億ユーロ(それぞれ6基ずつ計12基の契
約)で契約し2024年に打ち上げ予定。

*1st : 1機あたり40M€(750kg)→2nd : 1機あたり120M€(2.0t)

<特徴>

➢フルデジタルペイロードにて軌道上再構成が容易にでき、素早く変
わるユーザーニーズに対応

NTS-3のイメージ図[1]

Galileo 2nd Generationのイメージ図[2]

Navigation Technology Satellite3（NTS-3）（米国）[1]

Galileo 2nd Generation（欧州）[2]

[1] https://afresearchlab.com/technology/space-vehicles/successstories/nts-3
[2] https://www.esa.int/ESA_Multimedia/Images/2021/05/Galileo_Second_Generation

◆ 次世代ペイロードの動向

https://afresearchlab.com/technology/space-vehicles/successstories/nts-3
https://www.esa.int/ESA_Multimedia/Images/2021/05/Galileo_Second_Generation
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想定されるリスク 影響 考えられる抑制策

太陽活動
ジャミング/スプーフィング

その他衛星異常
↓

衛星1機喪失
↓

QZSS/認証付きPNT
機能低下

1. DOP*1お
よびアベイ
ラビリティ
劣化

2. 再配置さ
れる衛星
の軌道遷
移に伴う
劣化

機能低下抑制 【耐性を強化する】 : NA(衛星信頼性向上等)

【システム内の冗長性により影響を小さくする】
⚫ 衛星数確保と軌道配置
-NavIC ：7機から11機に衛星数を増やし、４つの８字を形成
-GPS ：3軌道面に8機をベースラインとし計30機稼働
-Galileo：3軌道面に8機+予備2機配置予定

【複数システム併用により影響を軽減する】
⚫ 他の認証付きサービスの利用(受信機による対応)

機能低下時間
抑制

【事象(危機)の発生(予兆含む)の検知を早くする】
⚫ 異常の予兆検知(宇宙天気予報なども含む)

【復帰、もしくは代替手段への切り替えを早くする】
⚫ 再配置不要とするデジタルペイロード(ビームフォーミング等)
⚫ 推力の大きな推進系等による軌道遷移時間の短縮*2

⚫ 軌道遷移中も継続したPNT信号配信

太陽活動
ジャミング/スプーフィング

その他衛星異常
↓

衛星1機喪失
↓

CLAS機能低下

1. アベイラビ
リティの劣
化大

機能低下抑制 【耐性を強化する】, 【システム内の冗長性により影響を小さくする】 :同上

【複数システム併用により影響を軽減する】
⚫ 補正情報のインターネット配信(Galileo/HASインターネット配信)

機能低下時間
抑制

【事象(危機)の発生(予兆含む)の検知を早くする】 : 同上

【復帰、もしくは代替手段への切り替えを早くする】
⚫ MADOCAやHAS(Galileo)への切り替え(受信機による対応)

 *サービスレベルのインターオペラビリティ

次世代で特に重要となる施策であるものをピックアップして青文字としている。

◆ 次世代GNSSを実現するためのペイロード技術の動向 – QZSS(7機体制)1機喪失に対して

➢ 衛星レベルでは対応が困難であり、予兆検知に加え、システムレベルでの補強が重要

4.2. 次世代GNSSの動向

*1) DOP(Dilution of Precision)：軌道配置による劣化指数） *2)Galileo第二世代は、デジタルペイロード＋電気推進による再配置で効率化と推察
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概要

トピック

⚫ 世界初のグローバルエリアを対象としたPPP(Preecise Point Positioning)サービスであるHAS
の無償サービスを開始(2023.1, Phase.1)

⚫ 一般的な使用条件下で水平25cm未満以下の精度と公表

特徴

⚫ Galileo信号(E6-B)に加えインターネットを通じた情報は配信(無償)
⚫ EUSPA主導で、Horizon EuropeやFundamental Elementsプログラムにより、ダウン

ストリームの活性化、およびシステム強化両側面で開発が進められている
⚫ 現状はService Level.1であり、水平20cm, 垂直40cm(95%), 収束時間300secであ

るが、Phase.2(フルサービス)となると、収束時間が100sec程度と劇的に短くなる計画

構成

➢ Galileoも準天頂システムに続き、無償で高精度測位サービス提供を開始

出所) HAS1, HAS2, HAS3

4.2. 次世代GNSSの動向

*インターネットを通じた配信

2024年以降を予定

https://www.gsc-europa.eu/galileo/services/galileo-high-accuracy-service-has
https://www.euspa.europa.eu/newsroom/news/galileo-high-accuracy-service-now-operational
https://www.unoosa.org/documents/pdf/icg/2021/Tokyo2021/ICG_CSISTokyo_2021_05.pdf
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Galileo＊１ QZSS＊2

Phase I
2022+＊4

Initial 
Service

Phase II
2024+

Full Service
Domestic

Overseas

Phase I
2024～

Phase II
2028～

Coverage Global Global Japan
Asia 

Oceania
Asia Oceania

Authentication ✖️ ○ ✖️ ○ ○

Accuracy(H)
20cm

（95％）
20cm

（95％）
6cm

（95％）
30cm

（95％）
TBD

Accuracy(V)
40cm

（95％）
40cm

（95％）
12cm

（95％）
50cm

（95％）
TBD

Convergence 
Time

300sec
300sec

100sec*3

60sec
（95％）

1800sec
（95％）

600sec＊2

（95％）
(TBC)

Internet Service ○ ○ ✖️ ✖️ ✖️

*1 HAS, *2 GPS/GNSS Symposium 2022, *3 EU with Ionospheric Correction ,
*4 Countries in Asia Oceania with Ionospheric Correction, *5 2023.1.24サービス開始

➢ Galileo/QZSSの比較 : 仰角が落ちる日本以外ではQZSSが性能が劣後
➢ 国内の優位性確保とアジア圏含む伊グローバルエリアの観点でインタオペラビリティ等の協調が重要か

4.2. 次世代GNSSの動向

https://www.euspa.europa.eu/european-space/galileo/services/galileo-high-accuracy-service-has
https://www.euspa.europa.eu/newsroom/news/galileo-high-accuracy-service-now-operational
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LEOコンステレーション利用形態 特 徴 備 考

a)GNSSの一部
としてPNTサービ
スを補完・補強

BeiDou ⚫ 既存GNSSとの適合性・相互運用性
⚫ GNSS補完（DOP向上）
⚫ 通信機能を利用したGNSS補強（精度、

インテグリティ、セキュリティの向上）

⚫ L/S/C帯などを検討
⚫ 実証衛星打ち上げ済。整備計画中

Galileo ⚫ L帯に加え新たな周波数を検討中
⚫ 実証衛星打ち上げを計画

NavIC ⚫ OneWebの利用も検討
⚫ 構想段階

b)民間独自シス
テム によるサービ
ス

PULSAR/Xona(米)
（PNT/測位補強）

⚫ 高精度・セキュリティ
⚫ オートノミー向け専用端末/グローバルリー

ダ(HEXAGONと提携)
（小型・軽量・低消費電力・低価格）

⚫ 独自周波数（C帯）に加え、L帯
も利用し既存GNSSとの互換性を
持たせる計画

⚫ 実証段階(実証機打上げ済み)

GeeSAT/Geespace(中)
（測位補強）

⚫ 高精度+通信 ⚫ 自動運転などをターゲット
⚫ 実証段階(実証機打上げ済み)

c)民間通信コン
ステレーションを
利用したPNT
サービス

Iridium-Satellite Time 
and Location (STL) 

⚫ 専用サービス端末 ⚫ L帯, 精密時刻同期サービス
⚫ サービス提供中

OneWeb第二世代 ⚫ 専用通信端末 ⚫ Ku帯 精度１ｍ程度
⚫ 構想段階

5G衛星
（Starlink Gen.2等）

⚫ スマホによる５G測位 ⚫ S帯
⚫ 構想段階

通信衛星等の信号利用
(５Gや通信衛星の信号等を
利用するSoOp)

⚫ 専用端末 ⚫ 精度は１０ｍ程度
⚫ 構想段階

4.2. 次世代GNSSの動向

◆ 新しいPNTサービスの動向調査

➢ 民間システムに加えGNSSの一部としてサービスを補完・補強する動きが見受けられる



89

22-004-R-011

➢ LEO-PNTの技術実証に加え、通信とのシナジーをはかる動きあり

4.2. 次世代GNSSの動向

◆ 新しいPNTサービスの動向調査(Galileo/ESA, EU, EUSPA等に関する動向)

概要

トピック

⚫ LEOコンステレーションを利用したPNTプランを発表(2022.10)
✓GNSS(Galieo)の補完、補強
➢L帯ではない新たな周波数帯を利用
➢地上端末との2Way通信機能
➢原子時計は搭載せずGalileo信号を利用

✓6機程度の試験衛星を打ち上げる計画
➢70kg以下の衛星を3年以内に打上げ予定

⚫ LEO-PNTを含むナビゲーションポートフォリオを承認(2022.11)
✓ESA加盟国から3億5100万ユーロ拠出(FutreNAVプログラム)

⚫IRISS*1とのシナジーを活用し、LEO-PNTに関する新たなミッション開発も検討(2022.12)
✓IRISS : EUSPAのプログラムであるGOVSATCOMをベースに開発を進める
➢欧州域内に対して、セキュアで抗たん性のあるインターネットサービスを提供

(EUの重要インフラとして合意, GEO/MEO/LEO含むマルチオービット)
➢24億ユーロの予算を計上
➢2025～2027年に低軌道衛星170機程度を打ち上げる予定

*1) IRISS:Infrastructure for Resilience, Interconnection & Security by Space

出典) ESA1, ESA2, IRISS1, IRISS2

https://www.esa.int/Applications/Navigation/ESA_plans_for_low-orbiting_navigation_satellites
https://www.esa.int/Applications/Navigation/ESA_Navigation_portfolio_expanded_and_diversified_by_Ministerial_Council
https://www.unoosa.org/documents/pdf/psa/activities/2022/GNSS2022/presentations/GNSS2022_01_02.pdf
https://www.euspa.europa.eu/newsroom/news/new-iriss-constellation-will-be-beneficial-eu-citizens-several-ways-find-out-5-them


90

22-004-R-011

LEO-PNTサービスの特長

L帯サービス（従来型） +通信チャンネルサービス

性 能 精度 ○
✓ DOP向上
✓ 収束時間短縮
✓ マルチパス除去

◎
✓ +大容量補強情報

可用性 ○
✓ 可視衛星数増

◎
✓ ＋電波強度大（屋内浸透）

耐スプーフィング △
✓ １WAY認証サービス

◎
✓ ２WAY認証

耐ジャミング △
✓ 複数の周波数利用

◎
✓ +電波強度大

端 末 ✓ 従来端末と互換性 ✓ 専用端末（電力消費大）

想定されるマーケット ⚫ Mass Market
スマートフォン・・・

⚫ Safety of Life
船舶/鉄道/航空・・・
⚫ Professional
農業/土木建設/時刻利用・・

△：従来レベル ○：改 善 ◎：著しく改善

4.2. 次世代GNSSの動向

◆ 新しいPNTサービスの動向調査(GNSSによるLEO-PNT構想)

➢ PNTの配信から双方向伝達により、自動運転等の分野では特に利便性が向上
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➢ ダウンストリーム産業のグローバルリーダーと提携して進めている点が大きな特徴

4.2. 次世代GNSSの動向

概要

概要

⚫ 低軌道衛星を用いた測位サービス提供を目指す民間企業
⚫ 2022.5 : 実証機(Huginn)を打上げ
⚫ 2022.8 : 2号機開発にむけてLockheed Martin含むベンチャーキャピタル等から1500万ドルを調達

 (TOYOTAも一部出資)
⚫ HEXAGONと提携してオートノミーなどの商用ユーザをターゲット(将来的には官需も見込む)

マイルストーン
⚫ 2022年    : 試験測距、時刻同期、軌道決定を軌道上実証
⚫ 2024＋年：Block I（視野に衛星1機） ⇒ GNSS補正と強化、高精度時刻、粗位置決定
⚫ 2026＋年：Block II（視野に衛星多数）⇒ 高精度測位、GNSS補正と強化

特徴

- Resilience and Accuracy, GNSS Enhancements
- Affordable, Security, GNSS Independent
⚫ 低軌道を活かした信号強度(信号強度はGNSSの100倍で10倍程度精度向上が見込まれる)
⚫ GNSSのエラー補正, 捕捉支援(収束時間短縮), セキュリティモニタ

⚫ Low SWaP-C(衛星だけでなく受信端末含む)
⚫ スプーフィング・ジャミング耐性強化に加え、最新のセイバーセキュリティ等
⚫ 2周波、マルチスペクトル信号
⚫ 必要に応じて既存GNSSに依存しない運用も可能

◆ 新しいPNTサービスの動向調査(XONA Space Systems/PULSAR)

GPS受信機

衛星間通信

測位信号送信器
リフレクタ

出典) XONA1, XONA2

https://www.xonaspace.com/
https://patents.google.com/patent/US20200379118A1/en
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➢ PNTのうち、通信などクリティカルな影響を与えるタイミングサービス(時刻同期)のみ提供

4.2. 次世代GNSSの動向

概要

概要

⚫ GNSS航法信号が使用できないときに同期機能を提供するために、航法システム（GNSS：
GALILEO；GPS）の補完的なソリューションを提供することを目的(GNSSを補完する高精度セキュア時刻
基準を提供)
✓ フランスによる低軌道からの高精度・高信頼度時刻基準提供プロジェクト
     ⇒ 6Uサイズの低軌道衛星でサービスの技術実証を行う(2023年打上げ予定)
✓ ターゲットは、電気通信、エネルギー、高度交通システム、ファイナンス業界等

プレイヤー

⚫ Syrlinks社 : 衛星ペイロード、および地上受信機(フランス, ブルターニュ) 
*2022.11 : Safran Electronics&Defenseに買収

⚫ U-Space社 : 超小型衛星プラットフォーム＆軌道上デモ(フランス, トゥールーズ)
⚫ ANYWAVES社 :  衛星コンステ用アンテナ(フランス, トゥールーズ)
⚫ Comat社 :  宇宙機用機器(フランス, トゥールーズ)

◆ 新しいPNTサービスの動向調査(Synchrocube)

出典 https://www.syrlinks.com/en/spatial/synchrocube
https://www.u-space.fr/?lang=en

      https://anywaves.eu/
https://comat.space/en/about/who-are-we/

ペイロード基盤イメージ

https://www.syrlinks.com/en/spatial/synchrocube
https://www.u-space.fr/?lang=en
https://anywaves.eu/
https://comat.space/en/about/who-are-we/
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多様な原子時計によるクロックアンサンブル

➢ Galileo第二世代 :  ルビジウム(Orolia社)×3, 水素メーザ(Leonardo社)を統合した原子時計×2

➢ NTS-3 : ルビジウム, セシウム, 電圧制御水晶発振器を搭載(GPSはルビジウム, セシウム)

GNSSが使用している原子時計

出典:https://www.unoosa.org/documents/pdf/icg/2019/icg14/WGD/icg14_wgd_09.pdf

4.3. 基準時刻システムの動向
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⚫ miniRAFS(Orolia社)
➢ 高信頼性ルビジウム原子周波数基準

4.3. 基準時刻システムの動向

絶対数は多くないが、GNSSに搭載品以外にも製品、および研究開発がなされている

⚫ヨウ素安定化レーザー(電通大)
➢ 衛星搭載光周波数基準
✓ BBMにて放射試験等を実施
✓ 熱・構造設計に着手済み



95

22-004-R-011

4.4. 次世代GNSSの動向
~強み・弱み分析~

動向分析サマリ

重要項目Fact Finding及び
海外動向分析

現状の日本における動向分析

強み弱み

<抗たん性>
各国ともに安全保障に加え、機能低下
時の経済損失の大きさもあり、次世代
GNSSにて強化、代替手段確保を推進
✓ GNSSが失われた場合1日あたり10億

ドル程度の損失が見込まれている
✓ GPS/Galileoともに、フルデジタルペイ

ロード、認証機能等により機能低下、
および低下時間の抑制をはかる

<高精度測位>
GalileoがHAS*1を配信開始(測位信
号(E6-B)に加え、インターネットを通じ
た補正情報を配信)
✓ グローバルシステムとしては初の高精度

補強サービス。受信機開発も顕著。

<新たなPNTサービス>
低軌道衛星を用いた、測位と通信の融
合による価値創造が見受けられる
✓ 民間の取り組みに加え、Galileo, 

Beidou, NavIC等の現存システムで
も検討が進められている

<抗たん性>
 7機体制化に加え、認証システ
ムの開発を推進
✓ 7機体制による常時単独測位

実現に向けた開発を推進
✓ 抗たん性/信頼性強化に向け

た開発を中長期的に取組む

<高精度測位>
 世界に先駆け高精度補強サービ
スを提供、日産, NEXCO東日
本のASNOS等、CLASを用い
た運転支援システムを実証
✓ 活用事例はあるもののユーザ数

は限定的

<新たなPNTサービス>
顕著な取組みは見受けられない
✓ 低軌道衛星を用いる場合は、

グローバルサービス化が前提
✓ 国内通信コンステが不在

強み
✓ 高精度補強

サービスの提供・
運用実績

✓ 災危通報、安
否確認などのユ
ニークなサービス

弱み
✓ 市場規模の小さ

さ、およびグロー
バルリーダの参
入が少ない(端
末・アプリの競争
力不足)

[考察]
 「衛星測位に関する取組方針(内閣
府)」記載の方針を前提とし、下記3つの
観点で重要項目に対する考察を示す。

①社会インフラサービス
 社会インフラを担うには衛星1機故障に
伴いサービスレベルが低下する7機体制で
はリスクが大きい。諸外国が進める個々の
機能強化に加え、衛星機数増加等によ
るシステムレジリエンスの強化が必要か。

②高精度測位サービス
先行者利益があるとはいえ、Galileoの

高精度・短い収束時間のサービスにユー
ザが流れる可能性がある。リージョナルの
特性を活かした、差別化、もしくは
Galileoとの協調(相互運用)が必要か。

③新たなPNTサービス
 測位だけでなく、通信も含めダウンストリー
ム産業(自動車等)との連携・予見性を
持った開発の可能性を検討することが必
要か。

➢ 抗たん性、システムレジリエンスの強化は社会インフラとしての利用拡大には重要
➢ 産業振興の観点からは、Galileo相互運用やダウンストリーム産業との連携が必要か

*1) HAS:High Accuracy Service 出典: NEXCO東日本

https://qzss.go.jp/usage/userreport/nexco_210208.html
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4.4. 次世代GNSSの動向
~ロングリスト~

日本の研究開発に重要と思われる３つの軸で技術ロングリストを整理

社会インフラサービス 機能低下・低下時間の低減

高精度測位サービス リージョナル差別・グローバル協調

常時単独測位が可能となる7機体制以降を想定し
(機会)、衛星単機の機能・性能向上に加え、測位シ
ステムとしての抗たん性、レジリエンスを強化すること
で社会インフラとしての定着を目指す。

キー技術の技術ロングリスト目的/方向性

➢ デジタルペイロード(柔軟性向上)
➢ ジャミング・スプーフィング検知・通報技術
➢ 衛星間通信等の運用関連技術
➢ 時刻・位置決定技術
➢ 衛星機数の増加、Alternative PNT

GalileoのHAS開始を1つの機会とし、Galileo等の
他システムも1つとした多様なチャンネルでの補強情
報の配信・連携により、精度向上、および利用の拡
大(ユーザ便益向上)を目指す。

【注記】
上記技術のANDが必要という意図ではなく、目的・目標や優先順
位に応じた取捨選択の参考(1例)となるロングリストとして提示

➢ ソフトウェア受信機/チップ(グローバルスタンダード化)
➢ 地上システム(5G網等)との連携技術
➢ 競争力のあるアプリケーション

新たなPNTサービス
予見性を持ったサービスの拡大

複数のシステム検討で測位と通信の融合が見受けら
れることも視野に入れ、自動車・建設業等の人口密
集地以外でも通信×測位を必要とするダウンスト
リーム産業と連携した、災危通報、安否確認に次ぐ
新たなPNTサービスを目指す。

➢ 公共信号含む配信信号の増加
➢ ５Gや通信コンステの信号等を利用するSoOp*1技術
➢ サイバーセキュリティ技術

*1) SoOp : Signal of opportunity
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5. 遠距離高速通信システムの調査
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6.1. 定常調査・動向調査
6.2. 適宜調査・事実確認
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(調査要求)
（１）シスルナや月・惑星等の遠距離にかかる通信を行う際の 、電波・光等の方式を調査し、それぞれの長

所や短所を調査し、必要な要素技術、システム構成、各通信方式を調査すること。
（２） 本調査において、日本の強み・弱みを分析し、まとめること

5. 遠距離高速通信システムの調査
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【エグゼクティブサマリ】
➢ シスルナや月における遠距離高速通信システムの動向として、LunaNet(LCRNS)、Moonlightを中

心に調査、JAXA殿の検討結果も踏まえ考察を行った。

➢ NASA/ESAともに需要予測に基づいた予見性のある、段階的な開発を計画している。地球ー月通信
(月圏通信も同様)は、RF、光通信を併用したシステム構想である。

➢ NASAにおいてはLADEEから継続してORION(ARTEMISⅡ)へ搭載する光通信端末を開発している。
➢ また、Lunar Pathfinder(SSTL/ESA)は、LunaNetアーキテクチャとは異なる周波数を用いた実

証システムであるが、ESA/NASA共同利用により、商用プレイヤーの参入促進をサポートしている。
➢ Lunanetの構想がNetwork of Networkであること踏まえると、多様な商用プレイヤー、政府が構想

立ち上げ、実証を繰り返しながらアーキテクチャの改定が行われるのではないかと考えられる。

➢ 上記を踏まえた「強み・弱み」分析
欧米ともに商業市場化を見据え、サービス調達を含む商用プレイヤーの利用が特徴としてある。一方で、

需要は官需が先行しており、かつ開発に際してはNASA/ESAの技術が中心として見受けられており、こ
の中で日本が保有するシステムの特徴を活かした立ち位置の確立(大容量通信等)、もしくは産業基
盤の強化(小型・軽量化)や自律性の確保(インターオペラビリティ技術)等の米国のArtemis計画、
欧州の産業競争力強化に準ずる目的に応じた開発が必要か。

5. エグゼクティブサマリ
~遠距離高速通信システムの調査~
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➢ 8機のデータ中継/測位衛星で構成
➢ RF      : 10Mbps(Ka帯)
➢ 光通信 : 1Gbps

➢ 2機のデータ中継/測位に加え2027年以降追加予定
  ＊ELFO以外の軌道も利用が見込まれる

➢ RF      : 初期は50Mbps ⇒ 150Mbps(2030年以降)
➢ 光通信 : 2027~2030年頃に実装(月軌道間でも使用)

2030年以降は基幹線として使用予定

➢ 2機のデータ中継/測位＋2機の測位衛星で構成
➢ RF      : 250Mbps
➢ 光通信 : 不明

5. 遠距離高速通信システムの調査
~各国システム概要~
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➢ 継続的な開発による技術蓄積が見受けられる(2009年から開発が継続している)

➢ モジュール化・スケーラブル化による再利用性向上・設計効率化が見受けられる

5. 遠距離高速通信システムの調査
~LunaNet~

◆ 光通信端末(MIT LL/NASA)

【LLCD*1】 2009～2013年(打上げ)

2011～2021年(打上げ)

2013～

(*1)Lunar Laser Communications  Demonstration

【LCRD*2】

【MAScOT*3】

出所) [1]MIT LL, [2]LADEE

(*2)Laser Communications Relay Demonstration

(*3) Modular, Agile, Scalable Optical Terminal 
(*4) Integrated LCRD Low Earth Orbit User

Modem and Amplifier Terminal

➢ MAX622Mbpsの通信(月周回-地上)を実現
➢ 光学部、モデム、制御部の3モジュール構成
➢ 重量は約30kg

➢ STPSat-6に搭載されて打上げ済み
➢ 1.2Gbpsのデータ中継ミッション

(GEO衛星搭載端末)
➢ マルチレートモデムを新たに実装

➢ LEO(ILLUMAT-T*4)、シスルナ(O2O*5)
と幅広い用途(モジュール化, スケーラブル)

➢ 光学部、モデム、制御部の3モジュール構
成(光学部の構成要素をモジュール化)

NASAとしては、高感度(火星等)に
適するHPE(LADEE)と高速化に適す
るHDR(LRRD)両方とも技術を保有

https://ntrs.nasa.gov/api/citations/20210017961/downloads/Gillmer_SPIE%20Optomechanics_20210706%20%5Brevised%5D.pdf
https://spaceflight101.com/ladee/lunar-laser-communication-demonstration/
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5. 遠距離高速通信システムの調査
~LunaNet~

◆ 光通信端末(MIT LL/NASA)

➢ 米国の背景として、LEO/GEO/シスルナに加え深宇宙の通信技術が必要(意思)

⇒ それぞれを個別に開発すると非常に非効率であり、モジュール化・スケーラブル化の思想が適すると推察

出所) [1]MIT LL, 

MASCoT光学部の外観
✓ 重量：16kg
✓ 半球の視野範囲を有する

構成要素をモジュール化し再利用性を向上

構成要素をラインナップ(スケーラブル)化して用途を拡大

https://ntrs.nasa.gov/api/citations/20210017961/downloads/Gillmer_SPIE%20Optomechanics_20210706%20%5Brevised%5D.pdf
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5. 遠距離高速通信システムの調査
~LunaNet~

◆ 光通信端末(MIT LL/NASA)

➢ 設計が共通化されているため試験設備もILLUMA-T/O3Oで共有できると推察

出所) [1]MIT LL, 

アライメントセンサシステム

MAScOT Optical Test Set(MOTS)

地上で実際の光源をエミュレート

アライメント計測/調整

https://ntrs.nasa.gov/api/citations/20210017961/downloads/Gillmer_SPIE%20Optomechanics_20210706%20%5Brevised%5D.pdf
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➢ 月周辺通信 : O2Oでは100Mbps級(下図青線)に対して次世代では月周辺で1Gbps級が目標

➢ 他惑星周辺通信 : JPL主導でDSOCを開発

出所) [1]NASA, 

5. 遠距離高速通信システムの調査
~LunaNet~

JDRS?

◆ シナリオ/用途別に整理した通信容量のトレンド

DSG : Deep Space Gateway
*現:Lunar Orbital Platform-Gateway

DSOC : Deep Space Optical Communications

JPLが主導

➢ Psycheに搭載
(2023.10打上げ予定)

➢ 次世代は通信距離を向上

https://www.teracomm.com/wp-content/uploads/2022/04/2_Cornwell_NASAHQ_OFC19-1.pdf
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◆ CLMSS(Commercial Lunar Mission Support Service)/Lunar Pathfinder

➢ 月における通信需要予測
2030年代にかけては輸送船の影響で山谷があるが2030年代以降安定したミッション(常時・持続的稼働)に

より需要は安定的に増加(LunaNetと同様の予測)

5. 遠距離高速通信システムの調査
~MoonLight~

2030年頃から需要が通
信増加傾向
(常時稼働・持続的な
ミッションが見込まれる)

➢ ESAがアンカーテナントとなり、SSTL社が月通信サービスを構築・提供(2021.9)
－ 産業界の初期投資リスクを取り除き、商用市場拡大の機会を創出(NASAがLunar Pathfinderを利用することを許可)
ー Lunar Pathfinderでは、自律型(固定ウィンドウ)/スケジュール型/緊急サービスを提供

 (構成) S/UHF(0.5～2Mbps)で月周辺と通信を行い、Xバンド通信(5Mbps以下)で地球へデータを伝送する
                タイムラグはあるがユーザ利便性が高い[Store&Forward]方式で中継、中継衛星内にデータは一度保存される

出所)https://digitalcommons.usu.edu/smallsat/2022/all2022/146/

市場コンセプトを示し、試行・実証する場を提供することで需要を喚起することが目的の1つ

https://digitalcommons.usu.edu/smallsat/2022/all2022/146/
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5. 遠距離高速通信システムの調査
~JAXA検討~

概要

トレードオフ
(サマリ)

両ケース共に設定通信レートの達成するための条件を検討。送信電力、および大口径光アン
テナ(Type-2の場合)が既存技術からの発展が必要。Type-1については、サイトダイバーシ
ティ(現状の光地上局(国内)3局では75%程度との検討結果あり)の課題が残る。

⚫ Type-1 : 月-光地上局のダイレクト通信
- 月 ⇒ 光地上局 : 2.5Gbps(マージン:1.5dB), 受信系開口径 : 1m
- 光地上局 ⇒ 月 : 39.1bps(マージン:0.7dB), 受信系開口径 : 0.09m

⚫ Tyep-2 : 月-静止衛星中継-地上(RF通信)
- 月 ⇒ 静止衛星 : 2.5Gbps(マージン:0.4dB), 受信系開口径 : 0.35m
- 静止衛星 ⇒ 月 : 39.1bps(マージン:7.0dB), 受信系開口径 : 0.09m    

⚫ 共通条件
 - 1.55μm帯のPSK/HDR方式を前提, 通信距離 : 380,000km

技術課題分析

⚫ レシーバー/誤り訂正符号
 高性能な前方誤り訂正符号(FEC)が必要(現状TRL=4で宇宙環境下での実績はなし)

*DTNを併用する場合は宇宙機でのデコードが必須となり技術的ハードルが高くなる
⚫ 高出力光増幅器

 検討に用いた送信電力の前提10W(+40dBm)が必要(JAXA主導で開発中)
⚫ 大口径光アンテナ

 検討に用いたアンテナ径:35cmが必要(静止衛星搭載)(LUCAS実績:14cm(GEO))

運用性検討

Type-1は日本が実現しようとした場合、全世界に10台程度(1台あたり数百万ﾄﾞﾙの試算)の
光地上局が必要となる。一方、Type-2は静止中継衛星の整備が必要(1機あたり1億ﾄﾞﾙ以
上の試算)となる。コスト面ではType-1が優位であるが、サイトダイバーシティの観点でリンクの切
り替えは多くなる。(静止衛星は不確定な要素が少なく計画的なリンク切り替えが可能)

➢ 1Gbpsを超えるような通信実現にはLUCAS/JDRSで採用しているPSK/HDR方式が必要
➢ 技術課題 : レシーバー、高出量光増幅器、大口径光アンテナ(GEO中継の場合)

出典) A trade-off study of lunar-earth optical communication links, Tomohiro Araki

◆ 月-地球間光通信に関するトレードオフ

(ASTEC分析)
月通信が国際的なインフラであることも考

慮し、技術面に加えて外部環境も要考慮

SOWT Tyep-1 Type-2

強み
光地上局

(既存設備)
コストパフォー

マンス

弱み 地理的条件
静止衛星の

QCD

機会
米国の地上-

月通信
欧州の動向

(月通信低調)

脅威
気象条件の

変化
実証には静止
衛星が必要

https://www.spiedigitallibrary.org/conference-proceedings-of-spie/11852/118521X/A-trade-off-study-of-lunar-earth-optical-communication-links/10.1117/12.2599331.full
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5. 遠距離高速通信システムの調査
~有識者のご意見~

◆調査結果を踏まえた有識者のご意見(サマリ)

➢ 月-地球間の遠距離・高速通信においては、NASA・MIT LL, CNESとともにJAXA/NICT
がCCSDSに提案・予備検討規格として規定されているHDR(High Data Rate)方式が有
力と考えており、LUCASで培った技術の発展となる。(米国には、通信の分野は民間主体で
進めるべきであり、宇宙用の規格(CCSDS)ではなく地上で用いられている規格を採用すべきと
の意見もある)

➢ そのため技術の観点では、DTN(Delay Tolerant Networking)や符号化方式の強
化に伴う、オン ボード処理技術の向上がキー要素となる。

➢ またこれまでISS等の国際協力で進める宇宙開発において、「通信」は主に米国が担ってい
ることに伴い、活動が制約されてきた背景もあり、月活動においてはWarpspaceや
Spacecompass等の民間事業者も含め、産学官で協力したインフラ構築が重要。

➢ さらに国内で全体アーキテクチャの議論が進んでいることも踏まえ、月-地球間の遠距離だけで
はなく、月面間や月面-月軌道間等の通信も含めRF技術も重要な要素であり、月面での多
数ユーザを想定した近距離高速通信の実証等含め、産学官が実証について討議できる場
が今後は重要となる。
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5. 遠距離高速通信システムの調査
~強み・弱み分析~

動向分析サマリ

重要項目Fact Finding及び
海外動向分析

現状の日本における動向分析

強み弱み

<LunaNet(米)>
Artemis計画の主導を通じ、インター
オペラビリティに関する仕様書を規定する
など全体をリード。
✓ Network of Networkの思想が特

徴で、官民システムの共存を推進
✓ ArtemisⅡ(O2Oミッション)にて光通

信技術実証(宇宙機-地上)を計画
(MAX:250Mbps@2023年)

✓ 官の開発もあるが、Commercial 
Lunar Payload Services(CLPS)
を代表とした民間利用も活発

<MoonLight(欧)>
  ESA/民間が協力する形で産業創出
を目的とした検討・実証を進める。
LunaNetとは協調路線。
✓ SSTL, Telespazioそれぞれを中心と

したコンソーシアムにて、産業化に資す
るシステム検討・実証を進める

✓ Lunar PathfinderにてS帯の月周辺
通信、X帯中継サービスの実証(月周
辺の宇宙機-中継衛星-地上)を計画
(MAX:5Mbps(中継衛星-地上間))

<JAXA>
プロジェクト化はなされて
いないが、JAXA主導で
検討・要素技術開発に着
手。
✓ スターダストプログラム等

にて、JAXA主導でアー
キテクチャを検討

✓ 要素技術(捕捉追尾セ
ンサ, 大口径光学系, 
補償光学等)の研究は
進む。

✓ 宇宙基本計画において、
プロジェクトは未規定。
民間主体の取り組みも
顕著ではない。

強み
✓ 月-地球間の大容量通

信に必要な要素技術
が識別され、いくつかの
開発計画がある

弱み
✓ 民間活用の試行はある

ものの実績は少ない(実
証までのスピードが劣
後)

✓ 官主導も含めた実証計
画は欧米に比して遅れ
ており先行者利益獲得
は難しい

[考察]
米国はArtemis計画に必要な技術(未

保有、もしくは調達不可)は基本的に国
内で開発すると推察。欧州はこれに対して、
産業基盤の強化に資する技術実証(小
型・軽量化等)を進め既開発化し、
LunaNetの一翼を担う(光通信技術も保
有している点は要考慮)。また、欧米は静
止通信衛星を多数保有している点もデー
タ中継の観点では強みとして利用できる。
日本の立ち位置は、「模倣困難」、「産
業基盤強化」(欧州追従)、「自律性確
保」などが考えられる。(次頁に詳細分析/
技術ロングリストを示す)

①Artemis計画に必要、かつ現状不足
している技術
➢ 通信容量の向上
➢ インターオペラビリティ(連接・協調)
②産業基盤強化に必要な技術
➢ 小型・軽量化
➢ End to End(ユーザ-地上)の接続性
➢ 稼働率(Capability)の向上

➢ 米国はArtemis計画、欧州は産業競争力強化を主軸として、商用プレイヤーも活用し開発が進む
➢ 欧米の連携はLunaNet中心にインターオペラビリティの検討が進みつつある状況

LunaNet Interoperability Specification Document
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5. 遠距離高速通信システムの調査
~ロングリスト~

JAXA殿の検討を参考に日本の研究開発に重要と思われる3つの軸で技術ロングリストを整理

模倣困難技術の獲得 通信容量の向上

産業基盤の強化 小型・軽量化

LunaNetの思想が複数のシステムが共存することであ
ることを踏まえ(機会) 、日本の強みである「大容量通
信」を活かしたバックホール通信、PtoPの専用通信
等を目指す。(欧米とも最低限は自国インフラとして整備する
ことが想定されるため、圧倒的な大容量化等が必要となる。)

キー技術の技術ロングリスト目的/方向性

自律性の確保 インターオペラビリティ(連接・協調)

➢ 高出力光増幅器
➢ 高感度復調技術
➢ 通信多重化技術
➢ 誤り訂正符号技術
➢ 1.55μm帯以外の波長利用

[留意点]
✓ 定常的な需要より大

幅な容量で差別化す
ることとなり稼働率が下
がり産業化には不向き

⚫ RF関係
➢ 遠距離用トラポン
➢ 地上局
➢ NW制御技術

⚫ 光通信関係
➢ モジュール化
➢ 小型捕捉追尾機器
➢ 光フォトデバイス
➢ 光中継技術
(マルチアクセス/光マルチプレクサ等)

海外民間企業の活動領域拡大に取り残されないよう
(脅威)、産業競争力/収益の源泉となる「小型・軽量
化」技術を推進し、ユーザ利便性の高い端末を活か
した民間主導の通信システム構築を目指す。
*国内実例が少ない点(制度含む)が実行上の課題

将来の月周辺活動にて欧米へのインフラ依存を避け
るため(脅威) 、既存技術を活用した実証を早期に推
進し、「インターオペラビリティ(連接・協調)」に関する
技術の研究開発、および国際連携を継続する。

➢ 通信プロトコルのソフトウェア化(デバイス含む)
➢ 途絶補償ネットワーク技術
➢ 基盤技術(増幅器等)の継続開発

【注記】
上記技術のANDが必要という意図ではなく、目的・目標や優先順
位に応じた取捨選択の参考(1例)となるロングリストとして提示
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TBD

下記シンポジウム・カンファレンスに参加し情報収集と分析を行い、結果に関して報告書を作成
した。次頁以降に報告書を示す。

1. Small Satellite Conference(2022.8.6-11)
2. GLOBAL SATELLITE SERVICING FORUM(2022.10.19-22)
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22-004-R-011

将来宇宙探査にかかる技術調査

『Small Satellite Conference(2022.8.6-11)』
調査概要

一般財団法人衛星システム技術推進機構
Advanced Satellite Systems Technology Center（ASTEC）

2022年 8月25日
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➢ 例年に比してTechnical Sessionにおける個別技術の発表は低調であった。一方で個別企
業/団体が30min～1hour程度参加者と討議するSide Meeting、および個別アポイントに
よる打合せは活発であり、「全体周知(存在感の誇示)」の場から「商用・実用化に向けた課
題解決」の場への成熟が感じられた。

➢ 小型衛星分野のトレンドとしてはAFRL*1の発表にあった下記の3フェーズが印象的(軍事分野
に限らずすべての領域で共通的な兆候あり)、活動領域もLEO～GEOではなく、VLEO*2～
XGEO*3へと拡大することは全体的な傾向と推察される。

• 0～5年後(Today)        : Stovepiped Mission(戦術要求に基づいた開発)
• 5～15年後(Mid-term) : Hybrid Architecture(融合(国際・商用・DoD)するための開発)
• 15～30年後(Far-term) : Heterogeneous Architecture(自律化・ユビキタス化(マルチドメイン))

➢ 2022年度のテーマが“Out of this World!”ということも関連があるのか、小型衛星(6U～
12Uが中心)を用いた月やNear-Earth Object観測の発表が多数あり。軌道上作業など
活動領域拡大に必要な要素技術(軌道制御、通信(データ中継)/ナビゲーション、衛星自
律化など)の実証が進んでいる。

➢ 加えて、シスルナ圏の商業化(国家の調達コストを軽減することを目的としたアンカーテナン
ト)の動向も具体化しており、需要の喚起と実証から実用(国家調達)に向けた活動が進む。

*1) AFRL : Air Force Research Laboratory
*2) VLEO(超地球的軌道) : Very Low Earth Orbit
*3) xGEO : 静止軌道を超えたシスルナ圏などの軌道
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将来宇宙探査にかかる技術調査

『Global Satellite Servicing Forum 
(2022.10.18-19)』調査概要

一般財団法人衛星システム技術推進機構
Advanced Satellite Systems Technology Center（ASTEC）

2022年 11月4日
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➢ 加盟が10か国62団体に増加し、軌道上作業について、ユースケース、ファイナンス、保険、規
制・ガイドライン、政策などの観点について150名程が2日間にわたり22のセッションを聴講。

➢ 詳細な技術的な情報共有よりも、政策、規制、標準、軌道上サービスの運用やユースケース
に関するトピックがメイン。

➢ CONFERSは来年からはDARPAより独立し活動する事が公に発表。
➢ 新規参入の会社はさらに増加しており、加盟団体は増加傾向。しかし、実際の通信業者等

の運行会社の参加はなく、今後は運行会社の参加が増えることにより、受益者側の立場に
立った議論がさらに活発になると考えられる。

➢ Space LogisticのMEV、AstroscaleのELSA-d、Orbit FabのTenzing、MDAの
Dextre、ExoAnalyticのMEV projectの支援などにおける、実際の運用上でぶつかった困
難に関する情報共有もなされている。

➢ 日本からは内閣府、JAXA、Astoroscaleがセッションに参加。内閣府とJAXAは同じセッショ
ンにて規制や標準作りについて、別のセッションではAstroscaleがElSA-dの実証で直面した
困難について言及した。
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4.シスルナや月/惑星上及びその周回軌道での測位システムの調査

4.1. シスルナ周辺における新たな測位システムの動向
4.2. 次世代GNSSの動向
4.3. 基準時刻システムの動向
4.4. 月近傍における政策動向

5. 遠距離高速通信システムの調査
6. 定常調査業務

6.1. 定常調査・動向調査
6.2. 適宜調査・事実確認
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TBD

文科省殿からのご指定に基づき、下記に示す適宜調査、事実確認を実施した。

<事実確認>
1. 軌道上燃料補給に関し、過去の実績、現在計画されているプロジェクトについて、Web等の

公開情報を以って調査・整理を行う。
2. 「推進系以外」を使用しての軌道離脱方法について、公開情報を以って調査・整理を行う。
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将来宇宙探査にかかる技術調査

事実確認報告

一般財団法人衛星システム技術推進機構
Advanced Satellite Systems Technology Center（ASTEC）

2022年 11月18日
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将来宇宙探査にかかる技術調査 事実確認報告

軌道上燃料補給に関し、過去の実績、現在計画されているプロジェクトについて、Web等の公開情報
を以って調査・整理を行う。

軌道上燃料補給の開発状況
1. 米国
2. 欧州
3. 中・露
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軌道上燃料補給の開発状況
1. 米国

プログラム名 実施主体 事例概要 出所

Orbital Express DARPA主導
Boeing,Ball
Aerospace, 
Northrop 
Grumman等が
参加

• 2007年打ち上げ
• LEOに於いてBoeingのASTROからBallのNEXTSatに無重力状態でヒドラジンを
移送

• 自動推進薬移送装置はNorthrop Grumman製
• 自動制御のレベルを変えて15回の移送を実施
• ヒドラジン31.97lbm(pound mass)を移送(32lbmが目標)。ポンプの実証で

19.2lbm（目標17lbm）を移送し、ASTROへ戻すことにも成功。

Boeing_OE_2007_AIAA
https://fiso.spiritastro.net/telecon07-
09/Friend_11-28-
07/Boeing_OE_2007_AIAA.pdf

Fostering Sustainable Satellite 
Servicing Orbital Express program 
Summary June 26.2012 
https://swfound.org/media/87149/lei
nz-orbital_express_summary.pdf

Orbital Express: Testing On-Orbit 
Servicing
https://www.defenseindustrydaily.co
m/orbital-express-is-that-a-new-
battery-or-are-you-just-glad-to-see-
me-03220/

OSAM-1 NASA主導
MAXA社等が参
加

• 2024年にLANDSAT-7(事前準備がない衛星)へ115kgのヒドラジンを給油する
する計画

• MAXAR社が衛星バスとアームを供給。3つのアームのうち2つを燃料補給
ミッションに使用

How NASA Will Grapple and Refuel a 
Satellite in Low Earth Orbit
https://spectrum.ieee.org/how-nasa-
will-grapple-and-refuel-a-satellite-in-
low-earth-orbit

移送のためのドッキングの様子ASTROとNEXTsatの概要

Youtube動画より
https://nexis.gsfc.nasa.gov/osam-1.html

ロボットアームを用いてラインを使用した給油イメージ

https://fiso.spiritastro.net/telecon07-09/Friend_11-28-07/Boeing_OE_2007_AIAA.pdf
https://fiso.spiritastro.net/telecon07-09/Friend_11-28-07/Boeing_OE_2007_AIAA.pdf
https://fiso.spiritastro.net/telecon07-09/Friend_11-28-07/Boeing_OE_2007_AIAA.pdf
https://swfound.org/media/87149/leinz-orbital_express_summary.pdf
https://swfound.org/media/87149/leinz-orbital_express_summary.pdf
https://spectrum.ieee.org/how-nasa-will-grapple-and-refuel-a-satellite-in-low-earth-orbit
https://spectrum.ieee.org/how-nasa-will-grapple-and-refuel-a-satellite-in-low-earth-orbit
https://spectrum.ieee.org/how-nasa-will-grapple-and-refuel-a-satellite-in-low-earth-orbit
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軌道上燃料補給の開発状況
1. 米国

プログラム名 実施主体 事例概要 出所

- Orbit Fab • 2019年にISSにて無重力状態での燃料移送の実証を完了
• 2021年にFuel Depot 1号機 / Tanker tensing-001を打ち上げ
• 迅速に着脱可能な燃料移送インターフェースRAFTI (Rapidly Attachable 

Fluid Transfer Interface）を公開

Rapidly Attachable Fluid Transfer Interface
https://static1.squarespace.com/static/5b
7da3f1b40b9dda4d808180/t/5e54254e26
3fa10371744810/1582572908842/RAFTI+B
rochure.pdf
https://www.satelliteevolutiongroup.com
/articles/SatelliteServicing.pdf

Mission Extension 
Pods

Space Logistics • MRV ( Mission Robotic  Vehicle )のロボットアームを用いてMEP (Mission 
Extension Pods — fuel pods )をクライアント衛星へ取り付けるDistributed 
Architecture(機能分散型)の実証

• SpaceXと2024年にMRVとNEPを打ち上げる契約を締結。一つのMEPを
2025年にOptus社のD3衛星に供給する。

Next Generation of Satellite Servicing 
Products: Mission Robotic Vehicle and 
Mission Extension Pods
https://www.youtube.com/watch?v=hieqT
EaEBQo

RAFTIの仕様概要 移送システム概要

ポッドを横着するイメージ

https://www.youtube.com/watch?v=hieqTEaEBQo
https://www.youtube.com/watch?v=hieqTEaEBQo
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軌道上燃料補給の開発状況
2. 欧州

プログラム名 実施主体 事例概要 出所

ESPRIT 
European System 
Providing Refueling 
Infrastructure and 
Telecommunication

ESA主導
Thales Aleniaが契
約

• ESPRIT Refueling Module 
• Lunar Gatewayの構成モジュールの一つ。Gatewayへキセノンとヒドラジン
ンを補給する。2028年打上げ目標。

ESPRIT refueling module
https://www.esa.int/ESA_Multimedia
/Images/2022/09/ESPRIT_refueling_m
odule

THALES ALENIA SPACE: AT THE HEART 
OF LUNAR INDUSTRIAL CHALLENGES
https://www.thalesgroup.com/en/wor
ldwide/space/news/thales-alenia-
space-heart-lunar-industrial-
challenges

ASSIST ESA主導
GMV、Moog、The 
National Technical 
University of 
Athens、DLRが参
加

• GEO衛星に給油するシステムを開発するプロジェクト
• アーム先のエンドエフェクターをBerthing Fixtureへ差し込み給油をする

HARMONISED SYSTEM STUDYON 
INTERFACES ANDSTANDARDISATION 
OF FUELTRANSFER (ASSIST)
https://indico.esa.int/event/128/attac
hments/733/861/10_GMV-ASSIST-
CleanSpace.pdf

Automated 
Transfer Vehicle 
(ATV)

ESA主導
EADSアストリア

ム・スペーストラン
スポーテーション
社(現Airbus 
Defence and 
Space)が中心と

なってコンソーシ
アムを結成

• ESAが運用する ISSAへの補給船で2008年-2015年に運用
• 860 kg の推進役を積載可能でタンクとインターフェイスはロシアの

Progressと同じ
• 約30分で280kgのRussian UDMH推進薬と530kgのN2O4を移送した

Automated Transfer Vehicle 
(ATV)European servicing and logistics 
vehicle
https://esamultimedia.esa.int/docs/AT
V/FS003_12_ATV_updated_launch_20
08.pdf
Automated Transfer Vehicle 
(ATV)Structural and Thermal Model 
Testing atESTEC
https://www.esa.int/esapub/bulletin/b
ullet111/chapter17_bul111.pdf
Premiere for Europe: Jules Verne 
refuels the ISS
https://www.esa.int/Science_Explorati
on/Human_and_Robotic_Exploration/
ATV/Premiere_for_Europe_Jules_Vern
e_refuels_the_ISS

結合部の構造給油システム概要

https://www.esa.int/ESA_Multimedia/Images/2022/09/ESPRIT_refueling_module
https://www.esa.int/ESA_Multimedia/Images/2022/09/ESPRIT_refueling_module
https://www.esa.int/ESA_Multimedia/Images/2022/09/ESPRIT_refueling_module
https://www.esa.int/esapub/bulletin/bullet111/chapter17_bul111.pdf
https://www.esa.int/esapub/bulletin/bullet111/chapter17_bul111.pdf
https://www.esa.int/Science_Exploration/Human_and_Robotic_Exploration/ATV/Premiere_for_Europe_Jules_Verne_refuels_the_ISS
https://www.esa.int/Science_Exploration/Human_and_Robotic_Exploration/ATV/Premiere_for_Europe_Jules_Verne_refuels_the_ISS
https://www.esa.int/Science_Exploration/Human_and_Robotic_Exploration/ATV/Premiere_for_Europe_Jules_Verne_refuels_the_ISS
https://www.esa.int/Science_Exploration/Human_and_Robotic_Exploration/ATV/Premiere_for_Europe_Jules_Verne_refuels_the_ISS
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軌道上燃料補給の開発状況
3. 中・露

プログラム名 実施主体 事例概要 出所

PROGRESS 
Space Craft

ROSCOSMOS • ロシアが運用する補給船
• M1 Refueling Moduleは8個のタンクを持ち最大で 1,740 kgの
推進薬を積載できる。

International Space Station
https://www.nasa.gov/mission_pages/statio
n/structure/elements/progress_about.html

SPACEFLIGHTNW November 15 , 2022  
https://spaceflightnow.com/2017/02/24/pro
gress-ms05-docking/

Tianzhou-1 
( Space Craft )  
Tiangong-2 
( Space Lab ) 

CNSA • 2017年、Tianzhou-1 ( Space Craft ) から Tiangong-2 ( Space 
Lab ) へ燃料補給を実施

• 3回目の実施で250kgを移送した。

SPACEFLIGHTNOW November 14, 2022  
https://spaceflightnow.com/2017/04/27/tian
zhou-1-freighter-achieves-chinas-first-in-
space-refueling-demo/

Chinese space station freighter concludes 
refueling demo mission
https://spaceflightnow.com/2017/09/17/chin
ese-space-station-freighter-concludes-
refueling-demo-mission/

https://spaceflight101.com/tianzhou-1-cargo-
craft-re-joins-tiangong-2-space-lab-after-
express-rendezvous-demo/

Animation of the Tiangong 2 space lab (left) 
and Tianzhou spacecraft (right) docked in 
orbit. Credit: CCTV

https://www.nasa.gov/mission_pages/station/structure/elements/progress_about.html
https://spaceflightnow.com/2017/04/27/tianzhou-1-freighter-achieves-chinas-first-in-space-refueling-demo/
https://spaceflightnow.com/2017/04/27/tianzhou-1-freighter-achieves-chinas-first-in-space-refueling-demo/
https://spaceflightnow.com/2017/04/27/tianzhou-1-freighter-achieves-chinas-first-in-space-refueling-demo/
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将来宇宙探査にかかる技術調査 事実確認報告

「推進系以外」を使用しての軌道離脱方法について、公開情報を以って調査・整理を行う。

「推進系以外」を使用しての軌道離脱方法

1. SKY Perfect JSAT - レーザーアブレーション方式
2. ALE – ElectroDynamic Tether
3. KHI - DRUMS
4. AXELSPACE – D-SAIL
5. Tethers Unlimited Inc. - Tether / Terminator Tape
6. Airbusをはじめとする欧州企業 - Net、Harpoon、Drag Sail
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「推進系以外」を使用しての軌道離脱方法

1. SKY Perfect JSAT レーザーアブレーション方式

• レーザーを用いてデブリを除去。理化学研究所、JAXA、名古屋大学、
九州大学と共同開発中。2026年のサービス提供を目指す。

• 衛星と地上システムについては、JAXA 宇宙イノベーションパートナー
シップ（J-SPARC）の枠組みを通じた検討を共同で実施。

• 「接触しないため安全性が高い」 「スペースデブリ自身が燃料となり、
移動させる燃料が不要なため経済性が高い」が利点。

• 物質にレーザー光を高エネルギーで照射した際、物質がプラズマ化
や気化することにより、物質が表面から放出される「レーザーアブ
レーション」が起きる。この現象を利用して推進を発生させる

出典
https://www.skyperfectjsat.space/news/files/pdf/0ae62a003cc6b73e745f81c1d4e0c739_4.pdf

2. ALE EDT 
( ElectroDynamic Tether )

• JAXA宇宙イノベーションパートナーシップ（J-SPARC）において、導電性
テザー技術を開発中。

• 大気抵抗の力と地球磁場によるローレンツ力を利用して軌道離脱さ
せる。

出典
https://ap-northeast-1-02860049-view.menlosecurity.com/https://www.jaxa.jp/press/2020/03/20200325-
1_j.html

https://www.skyperfectjsat.space/news/files/pdf/0ae62a003cc6b73e745f81c1d4e0c739_4.pdf
https://ap-northeast-1-02860049-view.menlosecurity.com/https:/www.jaxa.jp/press/2020/03/20200325-1_j.html
https://ap-northeast-1-02860049-view.menlosecurity.com/https:/www.jaxa.jp/press/2020/03/20200325-1_j.html
https://ap-northeast-1-02860049-view.menlosecurity.com/https:/www.jaxa.jp/press/2020/03/20200325-1_j.html
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4. AXELSPACE D-SAIL

• 折り畳んだ約2㎡のポリイミドフィルムの膜面を展開し、わずかな大気抵抗を

利用して衛星の高度を下げ、短期間のうちに大気圏に再突入させる機構。地
球低軌道上の薄い大気がドラッグ（抵抗）として働き、衛星の軌道運動にブ
レーキをかける。運用を終えた100kg前後の超小型衛星を軌道上から確実に
離脱させることを目的とした装置。

• 宇宙航空研究開発機構（JAXA）の革新的衛星技術実証3号機の実証テーマに
選定されている。

出典
https://www.axelspace.com/ja/sustainability/
https://www.kenkai.jaxa.jp/kakushin/interview/03/interview03_08.html
https://www.kenkai.jaxa.jp/kakushin/kakushin03.html#dsail

3. KHI
(Kawasaki Heavy Industries)

DRUMS  (Debris Removal Unprecedented Micro Satellite)
デブリ捕獲システム超小型j実証衛星

• JAXAの革新的衛星技術実証２号機の実証テーマとして選定され、2021年にイプ
シロンロケット5号機により打上げられた。DRUMSは無事に軌道投入され、地上
局との間で正常にデータが送受信され、衛星の基本的な作動が確認された。

• 今後、仮想デブリを軌道上に放ち、自律的に追尾・接近、アームを伸展してデブ
リを模擬捕獲する一連の実証を行う予定。

• 衛星取付部へ接近、独自の捕獲機構で衛星取り付け部で捕獲、通電性テザー
を伸ばし減速・高度低下させる

出典
https://www.khi.co.jp/news/detail/20211111_1.html

「推進系以外」を使用しての軌道離脱方法

https://www.axelspace.com/ja/sustainability/
https://www.kenkai.jaxa.jp/kakushin/interview/03/interview03_08.html
https://www.kenkai.jaxa.jp/kakushin/kakushin03.html#dsail
https://www.khi.co.jp/news/detail/20211111_1.html
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「推進系以外」を使用しての軌道離脱方法

5. Tethers Unlimited Inc. Tether  / Terminator Tape

• 大気抵抗の力と地球磁場によるローレンツ力を利用して軌道離脱さ
せる。 2020年1月に実証を成功させた。

• 2ポンドに満たないノートほどの大きさのTerminator Tape Moduleか
ら230 feetの通電性のテープを展開する。

出典
https://www.tethers.com/taking-out-the-space-trash-tethers-unlimited-announces-successful-operation-of-
space-debris-removal-device/
https://sorabatake.jp/10082/

6.  Airbusをはじめとする欧州企業 Net、Harpoon、Drag Sailによる軌道離脱研究

• 2018年、EUの出資によるAirbus Bremen, Germanyを中心とした開発
により、数メートル離れた場所からネットでCubeSatを捕獲、軌道離
脱に成功。

• ネットだけでなく、Harpoon、Sailについても開発中。

出典
https://conference.sdo.esoc.esa.int/proceedings/sdc7/paper/78
https://www.youtube.com/watch?v=PIfRPTIgXuw
https://www.airbus.com/en/products-services/space/in-space-infrastructure/removedebris
https://conference.sdo.esoc.esa.int/proceedings/sdc7/paper/78/SDC7-paper78.pdf

https://www.tethers.com/taking-out-the-space-trash-tethers-unlimited-announces-successful-operation-of-space-debris-removal-device/
https://www.tethers.com/taking-out-the-space-trash-tethers-unlimited-announces-successful-operation-of-space-debris-removal-device/
https://conference.sdo.esoc.esa.int/proceedings/sdc7/paper/78
https://conference.sdo.esoc.esa.int/proceedings/sdc7/paper/78/SDC7-paper78.pdf
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